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  北九州市の行財政改革の方針に関して提言を行うために、平成 24 年 4 月に発

足した「北九州市行財政改革調査会」では、北橋健治市長より意見を求められ

た４つの諮問項目の一つである「外郭団体改革」について、第 7 回から第 12

回調査会（第 10 回を除く）まで５回に亘り審議を行ってきた。 

 

  また、調査会における審議だけでなく、「外郭団体改革」における答申作成責

任委員による外郭団体及び所管局に対するヒアリングの実施、さらには、調査

会独自の勉強会の開催等、精力的に議論を重ねてきたところである。 

 

 外郭団体は、これまで行政の補完的役割を担う経営主体として、多様化・高

度化する市民ニーズに的確に対応し、より迅速かつ効率的に公共サービスを提

供するという面において、一定の役割を果たしてきた。 

 

本市では、これまでも絶え間なく、徹底した行財政改革に取り組んでおり、

外郭団体についても、「北九州市経営改革大綱」（平成 18 年 6 月）において、抜

本的な改革に取り組むこととされたことを受け、平成 18 年 7 月に「北九州市外

郭団体経営改革委員会」を設置し、翌 19 年 4 月に「北九州市外郭団体経営改革

委員会報告書」を受けた。 

 

  市では、この報告書を受け、平成 20 年 5 月に「北九州市外郭団体経営改革プ

ラン」を取りまとめ、現在、同プランに基づき、具体的な取組みを実施中であ

る。 

この取組みによって、これまで、団体の必要性、団体が担うべき業務をゼロ

ベースで再検証し、必要に応じて統廃合を行うとともに、自主性・自立性を拡

大するために、市の関与（職員派遣・運営補助金等）の見直しについても一定

の成果を上げている。 

 

そこで、当調査会では、現在の外郭団体経営改革の取組みの基となっている

「北九州市外郭団体経営改革委員会報告書」で指摘された内容について、現状

はどうであるかを検証した。 

今回、その検証の中で抽出された課題等を踏まえ、改めて、今後の本市外郭

団体の方向性等について答申として取りまとめを行ったものである。 

はじめに 
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また、当調査会における「外郭団体改革」の審議の過程で、北橋市長より、

「外郭団体との随意契約」に関する追加討議の要請があり、この点についても、

外郭団体の役割等に照らして、今後のあり方について答申に盛り込んでいる。 

 

この答申によって、本市外郭団体の目的やその役割を改めて明確化し、それ

ぞれの団体が、効果的・効率的な事業運営を行うことによって、市の政策実現

に貢献することを願っている。  

 

 

 

                  平成 25 年 7 月 17 日 

                    北九州市行財政改革調査会 

                        会 長  齋藤 貞之 
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  これまで、北九州市の外郭団体見直しの取組みにおいて、「民間でできるもの

は民間に委ねる」「強めるべき機能は強める」を基本姿勢として、行政サービス

の補完的役割を担うべき外郭団体としての存在意義を、各団体の設立の経緯や

現在の活動状況、実績等も踏まえつつ、その都度明確化してきたところである。 

  今回、外郭団体の見直しに当たって、社会経済情勢の変化等を鑑み、「北九州

市行財政改革調査会第一次答申」の「官民の役割分担」の基本的な考え方を踏

まえた上で、外郭団体の役割を改めて再確認したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   外郭団体の類型 

     ① 官民共同事業体としての外郭団体 

     ② 専門・特殊領域を担う外郭団体 

     ③ 株式会社として完全独立採算で事業を担う外郭団体 

     ④ 法的スキームにより特別法を設置根拠とする外郭団体 

 
１ 市の政策の一翼を担い、 

 ２ 市が直接担うより効果的かつ効率的な事業運営ができ、 

 ３ 民間委託等でできない、または適さない。 

外郭団体の役割 

 ～外郭団体の優位性、特異性等～ 
・専門的な人材、ノウハウ  ・事業スキーム 
・独立採算  ・弾力性  ・機動性   
・コストパフォーマンス・・・ 

市として行う業務 

直営で実施 外郭団体で実施 
民間活用 

直営より効果的 
かつ効率的 

民間委託等でできない 
または適さない 

Ⅰ 外郭団体の役割 
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【基本的な考え方】 

 

 ◆「直営より効果的かつ効率的」、「民間委託等でできない、または適さない」

業務を担うといった「外郭団体の役割」に照らして、団体のあり方について、

絶えず見直していく必要がある。 

 ◆市と団体は相互に密接な連携が不可欠である中、適切な市の関与はどうある

べきかが大きな視点であり、 

   ・市からの政策に沿ったミッションの明示 

・ミッションを成果の視点で評価 

・その評価を市の政策につなげる 

ことが必要である。 

 ◆外郭団体は、「行政機能を補完し、市の政策推進の一翼を担う」経営体であり、

そのためには、外郭団体の効果的・効率的な事業運営が必須である。併せて、

先に示した外郭団体の役割に照らして妥当である分野については、一層の市

民サービス向上、行政課題への対応、経費の削減を図るという視点から、機

能強化や積極的な活用も行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 総括的事項 

 

 

効果的・効率的な事業運営 

政策推進上の

すり合わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

北九州市 

政 策 

評 価 

政策に沿ったミッションの明示 

政策の実現 

ミッションに 

沿った事業展開 

ミッションを成果の視点で評価

業務遂行責任 

結果責任（説明責任） 

適 切 な

市の関与 

第三者評価

内部監査・監事 
PDCA 

サイクル

トップマネジメント

成 果 

外郭団体 

ミッション 
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１ 市の政策の実現 

 

 

 

 

 

 (1) ミッションの明示と外郭団体の評価 

 

  ①政策に沿ったミッションの明示 

・外郭団体のミッションは、市の政策決定の中で決められていくものであ

る。しかし、政策は社会経済情勢の変化等に適応する必要があり、変化

に即したミッションを絶えず団体に明示する仕組みを構築する必要があ

る。 

 

  ②外郭団体の評価 

   ・市の政策に沿った事業を担う外郭団体を、市が示したミッションが適切

に遂行されているかどうか、成果の視点で評価する仕組みの構築が必要

である。 

   ・市は、この評価を政策に活かし、その見直しに応じて、外郭団体に対し

新たにミッションを明示する必要がある。 

・評価手法としては、第三者機関による経営評価等が必要である。 

  

 (2) 市の関与のあり方 

   

①市の職員派遣等のあり方 

   ・市の業務の関連から、客観的に派遣の合理性が認められる団体について

も、必要最小限の派遣に止めるべきである。 

・外郭団体は、市のミッションに沿って、トップの裁量の下、柔軟な運営

により成果を出すことが求められる。市はその評価を通じた適切な関与

を基本とすべきであるが、個々の団体の経営状況、ミッションの遂行状

況等によっては、適時適切な市職員の派遣が必要である。 

   ・市職員の外郭団体への再就職については、各団体からの要請に基づくも

のであることや、報酬については、年金支給開始までの間、市役所内で

再雇用する際の給与（現職時の半額程度）との均衡を図っていること等、

その現状について明らかにすることにより、市民の理解を得る必要がある。 

市と外郭団体との役割を明確にし、二重行政を排する。市は、団体に対し

て、ミッションを明確に示し、適切な関与を行うとともに、ミッションが

適切に遂行されているかどうかを成果の視点で評価する。 
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  ②市の財政支出等 

   ・外郭団体は市の補完的役割を担い、市に代わって効果的・効率的に業務

を遂行する主体であることから、市から団体に支出している補助金・委

託料等については常に精査すべきである。その際、当該補助金・委託料

の金額は妥当であるか、また成果を出しているか等の視点で見る必要が

ある。 

・当調査会第一次答申の基本的な考え方である「民間にできるものは民間

に委ねる」という視点を踏まえ、特命随意契約等により、外郭団体に業

務を任せている場合において、民間やＮＰＯ等、真に担うことができる

組織がないかどうかをよく精査する必要がある。 

・現在、市が実施している「事業の総点検」においても、以上の視点にお

いて、更なる見直しを行うべきである。 

   ・なお、先に示した「外郭団体の役割」に照らして、妥当である業務につ

いては、特命随意契約をすることとなるが、市民に対して、より透明性

を確保する観点から、その妥当性等についての検証、担保するための仕

組みを構築する必要がある。 

具体的には、 

○事業者への意思確認 

 ○新たな自己統制や外部評価の仕組み 

 ○新たな情報公開の仕組みと情報公開項目の追加 

などの改善案が市から示されたが、これに沿って見直しを進めるべきで

ある。 

新たな自己統制において、外部の委員を一部入れることも考えるべきで

ある。 

 

③市の指導調整機能のあり方 

   ・外郭団体の効果的・効率的な事業運営を実現するために、現在、「北九州

市外郭団体指導調整要綱」に基づき、所管局長等が、外郭団体に対して

指導、調整を行っている。 

・今後とも健全な団体運営を維持するためには、 

○中長期的な経営計画の策定とその着実な実施 

○先に指摘したミッションに沿った成果の実現 

    といった視点で、指導調整機能を強化する必要がある。 
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２ 外郭団体の効果的・効率的な事業運営 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) ミッションに沿った事業展開 

 

  ①トップマネジメント 

   ・団体が経営理念を確立し、それに向けた経営戦略を推進していくために

は、経営トップのマネジメント機能を強化することが必要不可欠である。 

・トップの登用に当たっては、能力主義に徹するべきであり、また、その

権限を明確化する必要がある。 

   ・さらに、成果におけるトップの業務遂行責任だけでなく、結果責任（説

明責任）を問うことが必要である。 

  

  ②ＰＤＣＡサイクルによる団体運営の改善 

   ・外郭団体としての事業の効果性・効率性を確保するため、ミッションを

踏まえた上で、経営に関する成果指標の設定や、それらを客観的に評価

できる体制の整備が必要である。 

・このＰＤＣＡサイクルを通して、事業の内容や実施方法、もたらされる

効果を検証し、ミッションを踏まえた事業の見直しを絶えず行うことに

よって、事業効果を高める必要がある。 

   

③内部監査・監事機能の充実 

・公益財団法人においては、公益法人制度改革により、監事の機能が強化

されており、これを機に、外郭団体全てにおいて、コンプライアンスの

強化を図るとともに、事業運営状況や財務状況のチェック等も含めた、

団体内部におけるチェック機能としての監査機能を一層充実させる必要

がある。 

 

 

 

外郭団体は、市から示されたミッションに沿って、トップマネジメントを

有効に機能させるとともに、ＰＤＣＡサイクルに基づき、着実に成果を出

していくマネジメント体制を構築するなど、団体の健全な運営（ガバナン

ス）の強化を図る必要がある。 
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 (2) 人事・給与・人材育成のあり方 

 

  ①組織・人員体制の効率化 

   ・効果的な事業運営を実現しつつ、一層の組織の簡素化、人員の抑制に努

める必要がある。 

・団体が独自に採用する正規職員については、極めて専門性の高い職や団

体の継続性の点から将来に亘って長期間従事する必要のある職に限られ

るものである。 

したがって、団体の自主財源により、長期的に当該人件費を確保できる

ことを前提として、団体の裁量と責任により採用を行うべきである。 

 

②給与体系の抜本的な見直し 

   ・団体の職員の給与については、市の給与や民間における専門職としての

類似の職務における給与の状況等に照らして、決定されるべきものであ

る。 

そのような視点から、各団体の経営状況等も踏まえつつ、適正な給与体

系・給与水準を検証すべきである。 

   ・その中でも、特に株式会社においては、公益性を確保しつつ、利益を上

げ、経営的に独立することが求められることから、その経営状況に見合

った、自主性や経営努力の結果が反映できる給与体系を構築する必要が

ある。併せて、自立できていない団体においては、役員報酬も含め給与

体系を見直す必要がある。 

 

  ③団体が独自に採用する正規職員の育成体制 

・団体の運営体制を強化するためには、業務に携わる職員のスキルアップ

及び意識改革が重要であり、これまでも市による研修の実施等研修体制

の充実を図ってきたが、さらに、団体と市との間における人事交流や団

体間における人事交流（在籍したまま出向等）の仕組みを構築する他、

各団体の状況に応じた柔軟な育成体制の下、団体が独自に採用する正規

職員の育成を図る必要がある。 
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３ その他 

 

 

 (1) 公益財団法人における基本財産のあり方 

 

公益財団法人の基本財産については、他の運用財産とは異なって、基本的

には維持・保持・管理に努めるというのが財団法人の指導監督基準等によっ

て定められていたが、公益法人制度改革に伴い、財団法人の人格の基礎とさ

れていた基本財産については、法人が任意に定めるものとされた。 

本市の財政状況が厳しい中、今後、基本財産の保有については最小限に止

め、それ以外の基本財産については、市に返還し、有効に活用する必要があ

る。 

 

 (2) 外郭団体以外の人的・財政的関与がある団体のあり方 

 

   北九州市が非出資であるため、「北九州市外郭団体指導調整要綱」で定める

外郭団体には該当しないものの、本市から職員を派遣し、かつ、補助金や委

託料等を拠出している団体については、これまで外郭団体の取扱いに準じた

指導調整はなされていない。 

しかし、これらの団体と市との関係を考えた場合、当該団体が、市の政策

実現に資する団体として、外郭団体と同様に、より効果的・効率的な事業運

営を行っていくことが不可欠である。 

今後、非出資団体であっても、市の人的・財政的関与が大きい団体に対し

ては、市がより関与する仕組みを構築することが必要である。 
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 総 括 表  

 

１ 廃止を検討すべき団体 

 北九州市土地開発公社 

２ 統合を検討すべき団体 

 北九州産業学術推進機構 

九州ヒューマンメディア創造センター 

 

 

北九州国際交流協会 

アジア女性交流・研究フォーラム 

３ 特に具体的な成果が求められる団体（成果が見られなければ統廃合） 

 

国際東アジア研究センター 

アジア女性交流・研究フォーラム（研究部門） 

４ 事業範囲を見直すべき団体 

 

北九州市都市整備公社（到津の森公園に特化の方向） 

北九州市住宅供給公社（民間競合部門を縮小の方向） 

５ 多額の補助金等が充てられており、特に事業内容を精査すべき団体 

北九州市芸術文化振興財団 

北九州産業学術推進機構 

６ 特に経営状況を注視すべき団体   

  北九州輸入促進センター 

 北九州テクノセンター 

 帆柱ケーブル 

 北九州高速鉄道 

 

Ⅲ 各団体の見直し等 
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 団体別個別指摘事項  

 

【公益財団法人（１１団体）】 

 

 

○国際東アジア研究センター（総務企画局） 

 

外郭団体が担う研究部門は、市から示されたミッションに沿って成果を出

し、地域に貢献していくことが求められる。 

当団体は、市の基本構想にも打ち出されている「本市が経済成長の著しい

アジアの中核的な産業都市として持続的な発展・成長を実現するための国際

水準の知的基盤の強化」に関与するものであるが、その成果が見えにくい。 

今後、研究活動の成果を市民等に対して明確にし、市の調査研究機関とし

ての役割を果たす必要がある。 

その際、市のミッションの変化や社会経済情勢の変化等により、求められ

る研究の内容や対象等も変化することが想定されるため、新たな固有職員と

しての研究員ではなく、プロジェクト等に応じた任期付研究員を活用するべ

きである。 

また、今後、一定期間内に、ミッションに沿った成果が明確でなく、地域

に貢献できないようであれば、研究を教育に活用するための方策として大学

等との統合、又は、廃止を検討する必要がある。 

 

 

 ○北九州国際交流協会（総務企画局） 

 

現在、当団体の役割は、外国人市民への生活相談・支援業務等、行政が行

う国際施策（多文化共生の推進）の一翼を担うものとして明確にされており、

その必要性は認められる。 

現時点では、当団体の機能を担える団体等がいないが、今後、ＮＰＯやボ

ランティア団体等の育成に一層努めていく必要がある。 

また、当団体が担うべき業務については、その熟成度を見据えながら、計

画性を持って検討する必要があり、今後、機能は残しつつも、スケールメリ

ット等を考慮した上で、市民やＮＰＯ等との協働という観点から、アジア女

性交流・研究フォーラムとの統合を検討する必要がある。 
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○北九州市芸術文化振興財団（市民文化スポーツ局） 

   

 本市の文化芸術振興の担い手としての同団体の役割は大きい。しかし、同

団体は、多額の市補助金等が充当されていることを踏まえ、公演事業（市民

に様々な舞台芸術を提供する事業）ではより採算を重視するなど、今後とも、

経営感覚をもって安定した運営に努めることが必要である。 

   併せて、同団体が管理運営を行っている施設のうち、「外郭団体の役割」に

照らして、今後も民間でできるものはないかという視点で精査する必要があ

る一方、市が直接運営している他の文化施設について、民では担えない部門

があれば、市に代わって、文化振興の総合的な担い手としての役割を果たす

ことも期待される。 

    

 

○アジア女性交流・研究フォーラム（子ども家庭局） 

 

外郭団体が担う研究部門は、市から示されたミッションに沿って成果を出

し、地域に貢献していくことが求められる。 

同団体の研究部門については、その成果の地域貢献が不明確であり、地域

に役立つシンクタンク機能を果たす必要がある。 

また、研究体制が小規模であることからも、今後、一定期間内に、ミッシ

ョンに沿った成果が明確でなく、地域に貢献できないようであれば、研究を

教育に活用するための方策として大学等との統合、又は、廃止を検討する必

要がある。 

   また、男女共同参画社会の形成の推進については、市全体の重要課題であ

り、実施事業の意義も認められるが、市の施策の実施部門としての役割を一

層明確にした上で、実施事業を精査する必要がある。 
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○北九州国際技術協力協会（環境局） 

 

これまでに蓄積された産業技術を基に、海外都市間ネットワークや研修受

入ノウハウを用いて行っている国際技術協力事業の有効性も認められるが、

さらに、環境をビジネスにつなげることを担える団体として、より存在意義

が高まっている。 

今後、「環境」と「アジア」をキーワードにした国際ビジネスの官民共同

による推進母体として、さらに機能を強化する必要がある。 

 

 

○北九州市環境整備協会（環境局） 

 

公的機関として一般ごみ収集運搬業務の一部を担っている。 

今後、市が直接行っている一般ごみ収集運搬業務の全面民間委託化を進め

るにあたり、民間よりも低いコストで実施されている等、民間への牽制の役

割などを踏まえて、担う役割を検討する必要がある。 

検査分析部門については、浄化槽の市内唯一の法定検査機関としての役割

がある一方で、それ以外の民間と競合する部分の方向性について検討する必

要がある。 

 

 

 ○北九州産業学術推進機構（産業経済局） 

    

同団体の役割は、「ものづくりのまち北九州市」を支える技術の高度化に

寄与することであり、知を活用した産業・学術の振興である。その視点に立

ち返り、成果を出すために一層の選択と集中を行う必要があるとともに、同

団体が行う産学官連携への取り組みについて、その成果を検証し、市民に対

して明確にする必要がある。 

併せて、同団体が、本来の目的である、地域の強みを活かした大学・研究

機関等との連携によって、これまで以上に産業振興の原動力としての役割を

果たすべきである。 

また、研究開発に対する支援も含め、多額の市補助金等が充てられており、

より効果的・効率的な運営に向け、事業の精査を行う必要がある。 
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○九州ヒューマンメディア創造センター（産業経済局） 

    

情報通信産業振興の推進の担い手としての役割は認められるが、同じ産業

振興系の団体である北九州産業学術推進機構との統合により、それぞれのノ

ウハウを活かした機能強化やスケールメリットの活用等について検討する

必要がある。 

 

 

○西日本産業貿易コンベンション協会（産業経済局） 

    

総合的な観光行政の枠の中で、観光関連団体との統合を視野に入れた上で、

より効果的・効率的な誘致・集客体制について検討する必要がある。 

    

 

○北九州市都市整備公社（建設局） 

    

平成 19 年 4 月の「北九州市外郭団体経営改革委員会報告書」の内容どお

り、到津の森公園の指定管理業務に特化した団体としての役割を果たすため、

更なる組織のスリム化等により安定した経営を図るよう努める必要がある。 

また、これまでの経緯により、団体の機能と団体名との関連が分かりにく

くなっており、到津の森公園の管理運営機能に特化した団体として、市民に

分かりやすい名称に変更すべきである。 

 

 

 ○北九州市学校給食協会（教育委員会） 

    

学校給食調理業務の原則、全面民間委託化が進む中で、安全・安心を確保

し、かつ、地産地消を進めつつ、１日当たり約８万食の食材調達を行ってい

く上で、最も効果的・効率的な担い手としての役割は認められる。 

今後とも、公益財団法人としての体制を維持しつつ、さらにできる限りの

経費削減に努める必要がある。 
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【株式会社（８団体）】 

 

 

○北九州輸入促進センター（産業経済局） 

    

現在、ＡＩＭビルは、民間テナント誘致の進展により、80%を超える入居

率を確保できており、継続的な黒字、金融機関借入金の着実な返済が見込め

る状況となっている。 

今後とも健全な経営に向けて、経費削減と民間テナント誘致により収益性

を高めながら、累積損失の早期解消及び借入金の着実な返済を行う必要があ

る。 

  

 

 ○北九州テクノセンター（産業経済局） 

    

現在のところ黒字経営を維持し、累積損失が毎年確実に減少している。今

後とも入居率の向上や事業の効率化に取り組むことにより、健全な経営を維

持し、累積損失を早期に解消する必要がある。 

 

 

 ○帆柱ケーブル（産業経済局） 

    

平成 23 年 3 月に策定した「経営改善計画」による上下分離方式の導入等

により、経営の改善が見られる。今後とも、経営の安定化を図るとともに、

ケーブルカーの運行は、本市の観光政策推進上、重要な役割を持つものであ

ることから、その視点での一層の効果的・効率的な運営方法について検討す

る必要がある。  
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○北九州高速鉄道（建築都市局） 

    

公共交通機関として重要な役割を担っているが、沿線の少子高齢化等の進

展による利用者数の減や車両等大規模設備の更新など、今後も厳しい経営状

況が見込まれるため、設備更新等も含めた中長期的な経営計画を策定し、そ

の着実な実施に努めるなど、経営の責任を果たすべきである。 

また、経営の安定化を図るために、今後、応分の受益者負担について検討

する必要がある。 

 

 

○ひびき灘開発（港湾空港局） 

    

産業廃棄物の長期安定的な処分場の確保等の観点から、同社の存在意義は

認められる。 

平成 21 年度に策定した中長期計画を基に、更なる経営の安定化を図って

おり、引き続き、長期的に健全な経営を維持するよう取り組みを進める必要

がある。 

 

 

○北九州埠頭（港湾空港局） 

  

 港湾施設の管理運営業務に係る委託料の削減については、更に積極的に取

り組む必要があるが、現状、経営状況は安定しており、今後とも高度な技術

やノウハウを活用した自主事業（地元企業からの技術協力要請等）の拡大等

により更なる収益増に努める必要がある。 

 

 

 ○北九州貨物鉄道施設保有（港湾空港局） 

    

「北九州貨物ターミナル駅」施設は、ＪＲ貨物への長期貸付とし、経営面

での安定性は確保されていることから、今後も、引き続き、長期的に健全な

経営を維持する必要がある。 
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○北九州エアターミナル（港湾空港局） 

    

利用者数は回復傾向にあって、経営状況は安定しており、長期的に健全な

経営を維持するため、引き続き、市等との連携による路線誘致等、利用者数

の増加に向けて取り組む必要がある。 
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【地方公社（４団体）】 

 

 

 ○北九州市土地開発公社（財政局） 

    

長期にわたり地価下落が続くなかで、土地の値上がりを前提とした公共事

業用地の先行取得の必要性が薄れてきていることから、廃止を検討すべきで

ある。 

 

 

 ○北九州市道路公社（建築都市局） 

 ○福岡北九州高速道路公社（建築都市局） 

 

計画どおりの着実な償還ができるよう、利用者数の拡大に取り組む必要が

ある。 

 

 

 ○北九州市住宅供給公社（建築都市局） 

    

市と連携した街づくり政策推進の担い手としての役割は認められるが、民

間事業者による住宅供給が進んでいる状況等を勘案し、民間事業者と競合す

る賃貸住宅事業の現状等を踏まえた上で、今後の方向性について検討する必

要がある。 

そのなかで、同公社所有物件である賃貸住宅の、維持・補修等についても

今後のあり方を検討する必要がある。 
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【社会福祉法人（１団体）】 

 

 

 ○北九州市福祉事業団（保健福祉局） 

   

 平成１７～２２年度の経営健全化計画の実施により、健全な経営状況を達

成している。 

   今後も安定した経営状況を維持するとともに、社会情勢の変化等も踏まえ

た更なる効率化など不断の努力を重ねていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各団体が所有している施設について  

 

別に答申を行う「公共施設のマネジメント方針」における基本的な考え方

と同様、今後の維持更新については、ゼロベースで施設の必要性や市の支援

のあり方等を検証する必要がある。 
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今回の議論の中で再度確認された外郭団体の存在意義は、市の政策実現の一

翼を担うということである。 

「民間でできることは民間に委ねる」という基本的な考え方を踏まえつつ、

今後、様々な行政課題に対処していくにあたり、民間では担えず、行政が主導

的立場で対応しなければならない場合においては、外郭団体を有効に活用する

ことも必要である。 

 

外郭団体については、単に団体の数等の外形的状況だけではなく、担う業務

内容等が、外郭団体の役割に照らして妥当であるか、存在理由も含め、絶えず

検証していく必要がある。 

 

おわりに 



 

 

 

 

 

参 考 資 料 
（これまでの調査会資料より） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 



 

北九州市外郭団体の概要及び取組状況 

 

１ 外郭団体の定義 
 「北九州市外郭団体指導調整要綱」によって規定 
外郭団体とは、出資法人のうち、 
 ① 市が設立した地方住宅供給公社、地方道路公社及び土地開発公社 
 ② 市が１／４以上を出資している法人でかつ市の出資が最大のもの 

  ③ 前２号に掲げるもののほか、人的又は財政的負担の状況を考慮し、別に指定する法
人（現在該当なし） 

 
２ 外郭団体数（平成２５年４月１日現在） ・・・２４団体 

区 分 団  体  名 

公益財団法人 
（１１） 

北九州国際交流協会 
北九州市芸術文化振興財団 
北九州国際技術協力協会 
九州ヒューマンメディア創造センター 
西日本産業貿易コンベンション協会 
北九州市学校給食協会 

国際東アジア研究センター 
アジア女性交流・研究フォーラム 
北九州市環境整備協会 
北九州産業学術推進機構 
北九州市都市整備公社 
 

株式会社 
（８） 

北九州テクノセンター 
帆柱ケーブル 
ひびき灘開発 
北九州貨物鉄道施設保有 

北九州輸入促進センター 
北九州高速鉄道 
北九州埠頭 
北九州エアターミナル 

地方公社 
（４） 

北九州市土地開発公社 
福岡北九州高速道路公社 

北九州市道路公社 
北九州市住宅供給公社 

社会福祉法人 
（１） 

北九州市福祉事業団  

 
 

  （出資割合・法人形態別） 
出資割合 

法人形態 
50％以上 

25％以上 

50％未満 
25％未満 合 計 

公益財団法人  9 団体   2 団体    11 団体   

株式会社  3 団体   5 団体     8 団体   

地方公社  3 団体    1 団体    4 団体   

社会福祉法人  1 団体      1 団体   

計 16 団体   7 団体   1 団体   24 団体   

 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●正味財産増減計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
正味財産合計 当期経常増減額

一般正味財産期末残高
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

1

1,040,083
Ｈ23年度決算

4
0 10

0

8

設立年月日公益財団法人国際東アジア研究センター

1

本市の出捐金と割合
平成元年9月1日

10
11 1 10

1

0

団体名

1

937,352千円

福岡県　10.7％、経団連(第二地方銀行協会、積水化学工業、大和ハウス工業、日本ＩＢＭ） 0.9％、
北九明北会(ＴＯＴＯ、井筒屋)　4.8％、福岡七社会（九電工） 0.3％、
みずほ銀行北九州支店　2.1％、国際東アジア研究センター設立推進本部　0.1％

・東アジアの経済・社会問題
に関する研究等

0

(81.1%)

8
1

6
0
1

21

0

0 1

2 0

4
7

0

2

0
3
10

760,352千円

常勤 非常勤

本市以外の出捐者の割合
基本財産

主な役割・業務
・東アジアの経済社会に関する調査研究　・研究報告書及び定期刊行物等発行
・セミナー・研究会、市民向け講座開催　・大学、研究機関との連携・協力

総数

・東アジア地域の経済・社会に関する調査・研究を行うとともに、国際的な学術交流を促進することにより、
学術研究の発展に寄与し、国際社会及び地域社会に貢献すること

無

・外国人市民の医療環境
　　　　に対する実態調査　　　　1,623

特になし

13,841

無

972,380

1,623

・国際東アジア研究センター補助金　 　167,852
・環境エレクトロニクス研究事業補助金　24,032

81.0%0.7%

0 0

972,380

67,704

1

224,924

Ｈ23年度決算
237,031

9

191,884

1 0

01

0
1 0 1



 （
公
財
）
国
際
東
ア
ジ
ア
研
究
セ
ン
タ
ー
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
東

ア
ジ

ア
地

域
の

経
済

社
会

問
題

に

関
す

る
調

査
・

研
究

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
事

業
費

の
９

割
を

市
補

助
金

に
依

存

し
て

い
る

経
営

体
質

の
抜

本
的

見
直

し
 

 

②
財

団
の

向
か

う
べ

き
方

向
性

を
明

確

化
し

、
そ

の
あ

り
方

に
つ

い
て

検
討

 

・
自

立
し

た
調

査
研

究
機

関
と

し
て

の
経

営
基

盤
の

確
立

 

・
関

係
団

体
と

の
統

合
に

よ
る

機
能

強
化

 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
既

存
事

業
の

見
直

し
及

び
受

託
事

業
の

拡
大

に
よ

り
、

市
補

助
金

依
存

の
経

営
体

質
の

抜
本

的
な

見
直

し
 

《
②

に
つ

い
て

》
 

●
他

団
体

と
の

連
携

強
化

 

●
中

期
計

画
を

策
定

し
、

地
元

経
済

界
と

の
連

携

強
化

や
研

究
員

の
意

識
改

革
に

よ
り

、
地

元
に

有
益

な
事

業
の

展
開

 

●
中

期
計

画
の

策
定

等
に

つ
い

て
、

地
元

経
済

界
・

行
政

の
ニ

ー
ズ

を
反

映
さ

せ
る

仕
組

み
を

整
備

 

   

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
効

率
的

な
組

織
運

営
に

よ
る

経
費

削
減

、
外

部
受

託
研

究
の

獲
得

に
よ

る
自

主
財

源
の

確
保

な
ど

に
よ

り
、

市
補

助
金

の
削

減
に

努

め
て

い
る

（
現

在
収

入
の

７
割

が
市

補
助

金
）

が
、

外
部

資
金

の
獲

得
は

流
動

的
で

あ
り

、
「

本
市

主
導

の
シ

ン
ク

タ
ン

ク
」

と
い

う
性

格
上

、
一

定
の

市
か

ら
の

補
助

金
は

必
要

で
あ

る
。

 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
市

内
の

公
立

大
学

と
の

統
合

を
検

討
し

た
が

、
「

東
ア

ジ
ア

の
経

済
・

社
会

に
関

す
る

調
査

・
研

究
」

や
「

国
際

社
会

へ
の

貢
献

」

な
ど

、
IC

S
E

A
D

の
活

動
を

担
保

す
る

こ
と

の
協

議
が

整
わ

ず
、

実
現

に
は

至
ら

な
か

っ
た

。
現

在
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

研
究

等
に

お

い
て

、
九

州
や

東
ア

ジ
ア

で
の

研
究

機
関

・
研

究
者

と
共

同
研

究
に

取
り

組
ん

で
い

る
。

 

 ●
中

期
計

画
お

よ
び

公
益

財
団

移
行

に
よ

る
新

た
な

定
款

に
お

い
て

、
地

域
社

会
へ

の
貢

献
を

明
確

に
位

置
づ

け
、

本
市

の
国

際
政

策

や
市

内
企

業
に

有
益

と
な

る
研

究
活

動
に

も
取

り
組

ん
で

い
る

。
 

 ●
高

度
な

調
査

研
究

活
動

・
国

際
的

な
学

術
交

流
に

よ
る

本
市

の
都

市
ブ

ラ
ン

ド
を

高
め

る
こ

と
、

お
よ

び
行

政
や

地
域

企
業

な
ど

に

有
益

と
な

る
調

査
研

究
活

動
を

展
開

す
る

こ
と

に
よ

る
「

地
域

貢
献

」
に

向
け

て
、

行
政

、
商

工
会

議
所

、
産

業
界

と
意

見
交

換
し

な
が

ら
、

ニ
ー

ズ
に

応
じ

た
研

究
を

推
進

し
て

い
る

。
 

        

 

成
果
指
標
 

○
地
元
に
有
益
な
中
期
計
画
の
達
成
度
 

○
受
託
事
業
等
の
拡
充（
平
成
22
年
度
ま
で

に
収
入
比
率
を
10
%に
す
る
）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

・
市
補
助
金
の
削
減
 

 
▲
57
百
万
円
（
22
年
度
ま
で
）
 

・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 

 
▲
2
人
（
22
年
度
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
22
年
3
月
に
中
期
計
画
（
H2
3～
27
）
を
策
定
し
、
積
極
的
な
地
元
貢
献
に
向
け
て
、
行
政
、
商
工
会
議
所
、
産
業
界
と

意
見
交
換
し
な
が
ら
、
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
研
究
を
推
進
 

・
ア
ジ
ア
観
光
客
の
誘
致
対
策
の
研
究
・
提
言
 

 
 
・
総
合
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
ス
政
策
の
研
究
・
提
言
 

 
 
・
北
九
州
ES
D
協
議
会
と
の
協
働
に
よ
る
ES
D
推
進
に
関
す
る
研
究
 

・
九
州
経
済
連
合
会
と
の
協
働
に
よ
る
九
州
立
大
学
構
想
 
 
 

 
 
 
の
研
究
 
な
ど
 

○
【
H2
3】
補
助
金
以
外
収
入
比
率
 
22
.4
% 

  
  
  
  
  
（
研
究
活
動
収
入
比
率
 
11
.7
%）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
 
18
→
21
年
度
 ▲
57
百
万
円
（
達
成
済
）
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
▲
2
人
（
20
年
度
達
成
済
）
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（役員・評議員：平成24年10月1日現在、職員：平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●正味財産増減計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
正味財産合計 当期経常増減額

一般正味財産期末残高
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

9,038
375,006

5
0

0

2

1 1

1 0

7,408
73,175

0 0 0

Ｈ23年度決算
80,583384,043

Ｈ23年度決算

275,006

無

・国際交流協会補助　　　56,241

特になし

・外国人住民への日本語支援事業　　8,099
　※協会が構成員となっている共同事業体にお
　　いて、受託しているもの。
　　・生涯学習センター管理委託　　　 19,159
　　・響ホール管理委託　　　　　　　 35,211
　　・アジア低炭素化センター管理委託　6,989
　　  ⇒うち協会分は　12,813

   ※協会が構成員となっている共同事業体にお
　　 いて、指定を受けているもの。
　　・国際村交流センター管理運営費　 45,134
　    ⇒うち協会分は、22,221

10.1%
8,099

00

69.8%

(100.0%)

6

300,000千円

非常勤

本市以外の出捐者の割合

56,241

0
4

1 1
2 0

0 0 0

基本財産

総数

0

7 1
常勤

300,000千円

無

0

5

1 0

2
10

・多文化共生社会の実現を
推進する事業等

4

団体名

1 4

設立年月日公益財団法人北九州国際交流協会

1

本市の出捐金と割合
平成2年7月25日

0

主な役割・業務

12

9

・北九州市及び周辺地域における多文化共生の社会づくりを推進するとともに、幅広い市民による国際交流活
動を促進して諸外国との相互理解と友好親善を深め、もって国際平和に寄与する開かれたまちづくりに貢献す
ること

・外国人市民の社会適応と社会参画を促進
・新しい公共による多文化共生のまちづくりの推進
・多文化共生社会の担い手を育成

0

1

0

0

0 4



（
公
財
）
北
九
州
国
際
交
流
協
会
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
内
容
（
廃
止
理
由
等
）】
 

○
民

間
団

体
や

Ｎ
Ｐ

Ｏ
等

の
活

用
が

進
め

ば
、

財
団

の
機

能
を

大
幅

に
縮

小
可

能
な

た
め

、
近

い
将

来
、

廃
止

す
べ

き
。
 

【
団
体
の
あ
り
方
】
 

 
存

続
 

 
（

存
続

と
な

っ
た

理
由

）
 

 
 

民
間

団
体

へ
の

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
等

を
実

施

し
た

結
果

、
現

時
点

に
お

い
て

本
市

の
国

際
化

施

策
に

沿
っ

た
あ

ら
ゆ

る
事

業
を

担
っ

て
い

く
こ

と
が

で
き

る
民

間
団

体
等

は
存

在
し

な
か

っ
た

。
 

【
取
組
内
容
等
】
 

①
市

・
協

会
・

民
間

団
体

と
の

役
割

分
担

の
明

確
化

に

よ
る

事
業

の
抜

本
的

な
整

理
 

②
組

織
体

制
の

見
直

し
 

③
市

の
関

与
を

必
要

小
限

に
し

、
自

立
し

た
運

営
体

制
を

確
立

 

④
自

主
財

源
の

確
保

（
外

部
資

金
の

獲
得

等
）

 

 

①
多

文
化

共
生

施
策

の
推

進
に

あ
た

り
、

行
政

、
協

会
、

市
民

、
Ｎ

Ｐ
Ｏ

、
企

業
、

大
学

な
ど

が
連

携
・

協
働

し
て

い
く

こ
と

が
不

可
欠

で
あ

り
、

 

・
市

は
、

計
画

・
指

針
策

定
等

を
担

う
 

・
協

会
は

、
市

の
策

定
し

た
計

画
に

沿
っ

て
事

業
を

実
施

す
る

役
割

を
担

う
。

行
政

と
Ｎ

Ｐ
Ｏ

等
と

の
橋

渡
し

役
と

な
る

コ
ー

デ
ィ

ネ

ー
ト

機
能

を
担

う
と

と
も

に
、

N
P

O
や

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

等
の

育
成

を
行

う
 

・
民

間
団

体
は

、
行

政
の

計
画

と
は

関
係

な
く

、
民

間
団

体
の

目
的

に
あ

っ
た

独
自

の
活

動
を

行
う

た
め

、
協

働
で

き
る

事
業

に
お

い

て
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

 

と
し

て
位

置
付

け
、

役
割

分
担

を
し

て
お

り
、

協
会

は
Ｎ

Ｐ
Ｏ

や
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
団

体
等

を
育

成
す

る
と

と
も

に
連

携
・

協
働

し
、

委

ね
ら

れ
る

と
こ

ろ
は

委
ね

る
方

向
性

で
取

り
組

ん
で

い
る

（
「

北
九

州
市

国
際

政
策

推
進

大
綱

2
0

1
1

」
で

の
協

会
の

位
置

付
け

）
。

 

②
事

務
局

体
制

の
見

直
し

・
強

化
 

 
 

人
材

の
育

成
に

注
力

し
つ

つ
も

、
効

率
的

な
事

業
運

営
体

制
と

す
る

た
め

、
事

務
局

を
３

課
体

制
か

ら
２

課
体

制
に

見
直

し
た

。
 

③
市

の
関

与
の

見
直

し
 

・
市

派
遣

職
員

の
削

減
 

実
績

▲
２

人
 

 
・

市
補

助
金

の
削

減
 

実
績

▲
１

５
百

万
円

 

④
全

体
収

入
の

う
ち

、
市

補
助

金
の

割
合

が
約

７
割

、
市

委
託

料
が

約
１

割
と

市
へ

の
依

存
度

が
非

常
に

高
い

。
 

             

 

成
果
指
標
 

○
事
業
計
画
の
到
達
度
、
目
標
に
対
す
る
実
績
 

（
事
業
ご
と
に
年
次
計
画
を
策
定
、
到
達
度
・

実
績
を
検
証
：
H2
0～
）
 

○
事
業
参
加
者
の
満
足
度
 

 
（
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
拡
充
、
結
果
を
フ
ィ
ー

ド
バ
ッ
ク
す
る
：
H2
0～
）
 

○
事
業
に
関
わ
っ
た
民
間
団
体
等
と
の
協
働
の
実

績
（
民
間
団
体
等
と
の
協
働
、
共
催
事
業
比
率
：

H2
2
ま
で
に
50
％
以
上
）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
の
削
減
 

 ▲
14
百
万
円
（
H2
2
ま
で
）
 

・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 

 ▲
3
人
（
H2
5
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
こ
れ
ま
で
事
業
計
画
に
沿
っ
た
事
業
の
運
営
を
進
め
て
お
り
、
各
年
度
と
も
ほ
ぼ
目
標
を
達
成
し
て
い
る
。
な
お
、

事
業
を
進
め
て
い
く
中
で
、
拡
充
す
べ
き
も
の
（
日
本
語
教
室
・
医
療
通
訳
な
ど
）
と
縮
小
・
廃
止
す
べ
き
も
の
（
外

国
人
市
民
意
見
交
換
会
・
国
際
秋
祭
り
な
ど
）
の
選
択
と
集
中
を
行
っ
た
。
 

○
H2
0
か
ら
の
個
別
事
業
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
及
び
参
加
者
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
実
施
し
、
結
果
を
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
し

て
事
業
に
反
映
。
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
は
今
後
も
継
続
実
施
。
 

 
【
H2
3】
25
事
業
 
ア
ン
ケ
ー
ト
16
件
 

ヒ
ア
リ
ン
グ
3
件
 

○
民
間
団
体
と
協
働
し
て
事
業
を
実
施
。
 

 
【
H2
3】
対
象
25
事
業
 
21
事
業
を
実
施
（
84
％
）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
の
削
減
【
H2
3
決
算
】
 
▲
15
百
万
円
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
【
H2
4.
5.
1
現
在
】
▲
2
人
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●正味財産増減計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
正味財産合計 当期経常増減額

一般正味財産期末残高
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

・文化施設（３施設）の管理運営
・芸術文化に関する事業の実施等
・市から受託した埋蔵文化財発掘調査事業

1

0

0

0

0 7
2 0

0

1

462,156
Ｈ23年度決算

3

0 1

Ｈ23年度決算
1,786,634

団体名

1 8

設立年月日公益財団法人北九州市芸術文化振興財団

0

本市の出捐金と割合
昭和51年4月1日

0

主な役割・業務

5,000千円

無

0

0

0 0

12
79

・芸術文化振興
・埋蔵文化財

1000 0 0

基本財産

76
1 0

9
7

総数

0
00

10.1%

(100.0%)

11 1 10

5,000千円

常勤 非常勤

本市以外の出捐者の割合

無

・芸術文化活性化事業補助金　　　149,316
・文化情報提供事業　　　　　　　 31,806

特になし

・市立美術館分館施設維持管理業務　　 38,624
・市立埋蔵文化財ｾﾝﾀｰ施設維持管理業務　7,111
・市立埋蔵文化財ｾﾝﾀｰ展示室業務　　　　4,800
・埋蔵文化財発掘調査等業務　　　　　233,443
                               （計 283,978)

・北九州市芸術文化施設　　　　1,044,193
　（北九州芸術劇場・市立響ﾎｰﾙ）
・北九州市芸術文化施設　　　　　 23,053
　（市立大手町練習場）   （計 1,067,246)

54,478
1,351,224

407,678
54,478 4,745

1,781,889

・市民の芸術文化活動の振興に関する事業を行うとともに、埋蔵文化財の発掘調査、研究及び保護等を行い、
もって市民生活の向上と市民の豊かな芸術文化の創造に寄与すること

75.6%

9
0

1

2

1 1

181,122

1



（
公
財
）
北
九
州
市
芸
術
文
化
振
興
財
団
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
本

市
芸

術
・

文
化

振
興

の
基

本
方

針

で
あ

る
「

創
る

・
観

る
・

育
つ

」
の

推
進

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
市

の
関

与
の

抜
本

的
な

見
直

し
 

②
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
機

能
の

強
化

充
実

、

コ
ス

ト
意

識
を

持
っ

た
事

業
展

開
 

③
指

定
管

理
者

と
し

て
実

施
し

て
い

る
芸

術
劇

場
等

の
管

理
運

営
に

つ

い
て

、
財

団
が

ソ
フ

ト
事

業
と

一
体

的
に

行
う

べ
き

で
、

現
行

の
選

定
方

法
に

つ
い

て
検

証
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
市

か
ら

の
事

業
（

委
託

・
補

助
）

の
ス

キ
ー

ム

を
見

直
し

、
団

体
の

経
営

努
力

を
促

す
仕

組
み

を
検

討
 

《
②

に
つ

い
て

》
 

●
業

務
の

統
廃

合
・

組
織

の
見

直
し

 

●
経

営
層

は
民

間
の

経
営

感
覚

を
生

か
せ

る
よ

う

広
く

適
任

者
を

求
め

る
 

●
チ

ケ
ッ

ト
収

入
・

各
種

助
成

金
等

の
拡

大
に

よ

る
自

主
事

業
の

充
実

 

●
外

部
監

査
の

導
入

等
に

よ
る

財
務

状
況

の
的

確

な
把

握
・

分
析

の
実

施
（

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

強
化

）
 

《
③

に
つ

い
て

》
 

●
事

業
の

公
共

性
、

専
門

性
及

び
施

設
と

一
体

的

な
事

業
実

施
の

必
要

性
等

を
勘

案
し

、
特

命
に

よ
る

継
続

を
検

討
（

指
定

管
理

施
設

）
 

《
そ

の
他

》
 

●
外

部
評

価
機

関
を

活
用

し
た

評
価

手
法

の
確

立
 

    

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
補

助
事

業
を

精
査

し
、

芸
術

文
化

活
性

化
事

業
補

助
金

（
芸

術
劇

場
）

に
つ

い
て

、
平

成
2

2
年

度
に

、
年

間
の

補
助

金
額

を
2

7
,0

0
0

千
円

削
減

。
 

《
②

に
つ

い
て

》
 

●
課

の
統

合
、

類
似

業
務

の
統

合
・

移
管

、
財

団
本

部
の

移
転

や
指

揮
命

令
系

統
の

再
編

な
ど

、
大

幅
な

組
織

改
正

を
実

施
。

 
●

北
九

州
芸

術
劇

場
に

お
け

る
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
機

能
の

強
化

の
た

め
、

支
配

人
職

や
館

長
職

を
新

設
。

 
●

文
化

庁
の

「
優

れ
た

劇
場

・
音

楽
堂

か
ら

の
創

造
発

信
事

業
」

に
お

け
る

「
重

点
支

援
劇

場
・

音
楽

堂
」

の
５

年
採

択
施

設
に

、
全

国
1

0
箇

所
の

一
つ

と
し

て
選

ば
れ

、
平

成
2

3
年

度
か

ら
補

助
を

受
け

る
な

ど
、

国
等

の
助

成
金

確
保

や
、

外
部

団
体

か
ら

の
負

担
金

の
獲

得
な

ど
に

よ
り

、
自

主
事

業
の

充
実

を
図

っ
て

い
る

。
 

●
平

成
1

9
年

度
に

公
認

会
計

士
に

よ
る

外
部

監
査

を
導

入
。

 
 《

③
に

つ
い

て
》

 
●

平
成

2
0

年
に

北
九

州
市

芸
術

文
化

施
設

条
例

を
改

正
し

、
条

件
付

公
募

を
導

入
。

 
 《

そ
の

他
》

 
●

北
九

州
芸

術
劇

場
に

つ
い

て
、

ニ
ッ

セ
イ

基
礎

研
究

所
に

よ
る

事
業

評
価

を
平

成
1

5
年

よ
り

実
施

。
 

  【
参

考
：

平
成

2
3

年
度

施
設

の
利

用
状

況
】

 

 
利

用
件

数
 

利
用

人
員

 

北
九

州
芸

術
劇

場
 

1
,6

8
2

件
 

2
8

9
,6

5
5

人
 

響
ホ

ー
ル

 
1

,7
9

5
件

 
6

6
,9

6
2

人
 

大
手

町
練

習
場

 
8

,2
1

4
件

 
1

1
3

,9
0

3
人

 
 

成
果
指
標
 

○
｢創
る
｣｢
観
る
｣｢
育
つ
｣の
各
目
標
の
達
成

状
況
 

○
観
客
や
利
用
者
へ
の
各
種
サ
ー
ビ
ス
、
安
全

管
理
 

○
事
業
収
支
面
で
の
経
営
努
力
、
円
滑
な
組
織

運
営
 

○
経
済
波
及
効
果
、
パ
ブ
リ
シ
テ
ィ
効
果
 

○
出
版
物
の
購
読
会
員
数
 

1,
76
3
名
（
H1
9）
⇒
2,
12
0
名
（
H2
2）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

・
市
補
助
金
の
削
減
 
 

▲
27
百
万
円
（
H2
2
ま
で
）
 

・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
 

▲
4
人
（
H2
5
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
「
創
る
」「
観
る
」「
育
つ
」
の
各
目
標
の
達
成
状
況
(H
23
年
度
) 

・
創
造
事
業
  
5
事
業
37
公
演
  
・
公
演
事
業
20
事
業
86
公
演
 

・
学
芸
事
業
11
事
業
 9
6
回
 

○
観
客
や
利
用
者
へ
の
各
種
サ
ー
ビ
ス
、
安
全
管
理
 

・
接
遇
研
修
の
実
施
 
・
送
迎
サ
ー
ビ
ス
の
実
施
 

・
利
用
者
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
（
H2
3 
大
変
満
足
・
満
足
の
率
）
 

 
劇
場
：
95
.8
％
 
響
ﾎｰ
ﾙ：
97
.1
％
 
大
手
町
練
習
場
：
98
.2
％
 

・
安
全
管
理
 
 
大
規
模
避
難
誘
導
ｼﾐ
ｭﾚ
ｰｼ
ｮﾝ
、
救
命
講
習
会
等
の
実
施
 

・
ひ
び
き
音
楽
友
の
会
（
H2
0
新
設
：
H2
3
末
会
員
数
51
9
人
）
 

・
芸
術
劇
場
チ
ケ
ッ
ト
ク
ラ
ブ
(会
員
数
：
H2
3末
会
員
数
2,
75
0
人
) 

○
事
業
収
支
面
で
の
経
営
努
力
、
円
滑
な
組
織
運
営
 

・
営
業
担
当
職
員
の
配
置
、
H2
0.
4
に
大
幅
な
組
織
改
正
を
実
施
 

○
経
済
波
及
効
果
、
パ
ブ
リ
シ
テ
ィ
効
果
 

【
H2
0】
(経
済
)約
19
億
円
 
(新
聞
掲
載
)3
17
件
 

 
【
H2
1】
(経
済
)約
18
億
円
 
(新
聞
掲
載
)3
53
件
（
最
新
）
 

○
出
版
物
の
購
読
会
員
数
【
H2
3
末
】
1,
59
6
名
(口
) 

※
ひ
ろ
ば
北
九
州
 
H2
5
年
3
月
廃
刊
予
定
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

・
市
補
助
金
の
削
減
 
 
▲
27
百
万
円
（
H2
2）
 

・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
▲
6
人
（
H2
0①
、
H2
1②
、
H2
2②
、
H2
4①
）

 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●正味財産増減計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
正味財産合計 当期経常増減額

一般正味財産期末残高
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

30,059
356,860

18
0

1

2

1 1

1 0

11,609
470,263

0 0 0

Ｈ23年度決算
481,872386,919

Ｈ23年度決算

33,694

無

・アジア女性交流・研究フォーラム補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　73,109

特になし

・大手町ビルの維持管理　　　　　32,367
・デートＤＶ予防教室　　　　　　　 998
                           （計 33,365）

・男女共同参画センター及び勤労婦人センター
　の施設管理　　　　　　　　　　　308,892

71.0%
342,257

20

15.2%

(91.1%)

18

300,000千円

非常勤

本市以外の出捐者の割合

73,109

1
15

1 1
2 0

1 0 1

基本財産

総数

0

20 2
常勤

329,246千円

・７区女性会議（市内女性団体）　4.8％
・民間企業等　　　　　　　　　　4.1％

0

26

1 0

6
37

・アジアの女性問題に関する
調査研究等

24

団体名

2 16

設立年月日公益財団法人アジア女性交流・研究フォーラム

0

本市の出捐金と割合
平成5年10月1日

0

主な役割・業務

44

36

・日本及び他のアジア諸国の女性問題に関する調査研究及び国際交流などを行い、女性の地位向上を図り、
もって、日本及び他のアジア地域相互の発展に寄与すること

・調査、研究事業　・交流、研修事業（アジア女性会議等）
・情報誌の発行等　・３施設の管理運営

1

1

0

0

1 14



（
公
財
）
ア
ジ
ア
女
性
交
流
・
研
究
フ
ォ
ー
ラ
ム
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
女

性
問

題
に

関
す

る
国

内
唯

一
の

調

査
研

究
団

体
 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
国

際
的

な
研

究
機

関
と

し
て

機
能

を

強
化

し
、

研
究

成
果

等
を

よ
り

具
体

化

し
た

形
で

市
民

や
地

域
に

還
元

・
寄

与

さ
せ

る
た

め
、

関
連

し
た

他
の

研
究

機

関
と

の
統

合
も

し
く

は
連

携
強

化
を

検
討

 

②
男

女
共

同
参

画
セ

ン
タ

ー
の

管
理

運

営
は

、
市

の
関

与
を

見
直

し
、

指
定

管

理
者

と
し

て
の

あ
り

方
の

検
討
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
調

査
・

研
究

機
能

の
強

化
 

・
他

研
究

機
関

・
大

学
の

研
究

者
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
活

用
し

た
調

査
研

究
基

盤
の

強
化

 

《
そ

の
他

》
 

●
地

元
等

へ
の

活
動

成
果

の
還

元
 

●
組

織
体

制
の

見
直

し
と

事
務

事
業

の
精

査
に

よ
る

経
営

基
盤

の
強

化
（

外
部

か
ら

の
受

託
事

業
の

拡
大

等
）

 

●
評

価
委

員
会

設
置

に
よ

る
指

標
の

設
定

及
び

評
価

 

    

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
同

フ
ォ

ー
ラ

ム
の

客
員

研
究

員
制

度
や

ア
ジ

ア
研

究
者

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
拡

充
な

ど
に

よ
る

研
究

体
制

の
強

化
。

 

 《
そ

の
他

》
 

●
幅

広
い

国
際

的
な

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

や
蓄

積
を

生
か

し
、

国
際

的
な

新
情

報
と

動
向

、
研

究
成

果
を

情
報

提
供

す
る

と
と

も
に

、
デ

ー

ト
D

V
予

防
の

た
め

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

開
発

・
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
養

成
・

出
前

講
座

の
実

施
な

ど
を

通
じ

て
地

域
や

市
民

に
還

元
。

 

 ●
会

長
職

と
理

事
長

職
の

体
制

か
ら

理
事

長
制

に
移

行
、

フ
ォ

ー
ラ

ム
総

務
課

に
指

定
管

理
担

当
ラ

イ
ン

を
設

置
し

、
ム

ー
ブ

、
両

レ
デ

ィ
ス

の
３

館
連

携
体

制
を

強
化

。
市

か
ら

の
受

託
事

業
の

ほ
か

、
J
IC

A
か

ら
の

国
際

研
修

事
業

を
継

続
的

に
受

託
す

る
と

と
も

に
、

ム

ー
ブ

・
レ

デ
ィ

ス
に

よ
る

自
主

事
業

の
強

化
に

も
努

め
、

自
主

財
源

の
確

保
に

努
め

て
い

る
。

 

 ●
２

０
年

度
に

評
価

制
度

の
あ

り
方

に
つ

い
て

検
討

を
行

い
、

２
１

年
度

よ
り

評
価

委
員

会
を

設
置

し
、

具
体

的
な

指
標

を
設

定
し

、
効

率
的

・
効

果
的

な
事

業
を

推
進

。
 

            

 

成
果
指
標
 

○
男
女
共
同
参
画
意
識
の
向
上
（
評
価
委
員

会
に
お
い
て
具
体
的
な
指
標
を
設
定
）
 

○
調
査
・
研
究
の
実
績
（
評
価
委
員
会
に
お

い
て
具
体
的
な
指
標
を
設
定
）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
の
削
減
 

 
▲
20
百
万
円
（
22
年
度
ま
で
）
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 

 
▲
4
人
（
22
年
度
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
評
価
委
員
会
に
よ
る
指
標
 

①
若
者
や
男
性
を
事
業
に
参
加
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
た
か
 

②
女
性
の
地
位
向
上
、
男
女
共
同
参
画
意
識
の
向
上
に
寄
与
し
た
か
 

③
参
加
者
に
事
業
内
容
を
満
足
（
理
解
）
さ
せ
た
か
。
事
業
が
今
後
の
実
践
に
つ
な
が
る
契
機
と
な
っ
た
か
 

…
22
年
度
に
「
ア
ジ
ア
女
性
会
議
」、
「
日
韓
共
同
セ
ミ
ナ
ー
」
等
に
つ
い
て
事
業
評
価
を
実
施
（
達
成
）
 

○
調
査
・
研
究
の
実
績
 

 
23
年
度
に
プ
ロ
グ
ラ
ム
普
及
等
一
部
事
業
に
つ
い
て
実
施
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
 1
8→
22
年
度
 ▲
22
百
万
円
（
達
成
済
）
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 1
9→
23
年
度
 ▲
５
人
（
達
成
済
）
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●正味財産増減計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
正味財産合計 当期経常増減額

一般正味財産期末残高
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

・JICA研修他、海外技術者・行政官研修
・専門家派遣、技術交流、調査、コンサルティング

7

1

5

0

0 2
3 0

6

1

632,936
Ｈ23年度決算

0

0 1

Ｈ23年度決算
333,827

団体名

5 4

設立年月日公益財団法人北九州国際技術協力協会

1

本市の出捐金と割合
昭和55年7月14日

0

主な役割・業務

513,760千円

福岡県（14.6％）、民間企業(新日鉄ほか)（24.4％※各社約2～3％）、（社）西日本工業倶楽部（20.1％）

1

14

1 0

2
3

・国際技術協力、調査研究

90 0 0

基本財産

3
1 0

3
2

総数

0
70

9.8%

(40.9%)

12 5 7

210,000千円

常勤 非常勤

本市以外の出捐者の割合

無

・北九州国際技術協力協会事業補助　　32,600

特になし

無

・自治体職員協力交流事業　　　　　　 7,306
・ﾊｲﾌｫﾝ市ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ調査　　 　　　　　 871
・ﾛｼｱﾊﾞｼｺﾙﾄｽﾀﾝ産業交流可能性調査　　 1,771
・ﾏﾚｰｼｱ国における廃棄物管理業務の
　効率化事業補助業務　　　　　　　　 2,850
・ｴｺﾀｳﾝﾏﾈｰｼﾞｬｰ研修業務　　　　　　　　 951
・ｱｼﾞｱ諸都市との環境交流及び環境PR業務 978
・ｱｼﾞｱ低炭素化ｾﾝﾀｰ支援業務　　      12,980
・その他　                　　　　　 1,735

590,187
29,442

42,749
590,187 10,108

323,719

・北九州市において国際的な研修のために必要な技能・技術・研究の場の提供と必要な教程の整備・補充・
拡大を行うとともに、国際技術協力のあり方を調査研究し、人的交流や技術移転を図り、もって開発途上国
との相互発展の理念にもとづいた国際協力の推進に寄与すること

8.8%

9
0

2

3

0 0

32,600

1



（
公
財
）
北
九
州
国
際
技
術
協
力
協
会
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
公

益
事

業
を

長
期

に
わ

た
り

安
定

的
に

実
施

す
る

た
め

、
経

営
基

盤

強
化

の
推

進
 

 
・

J
IC

A
等

国
際

協
力

機
関

と
の

連
携

強
化

に
よ

る
情

報
収

集
能

力

の
向

上
（

国
際

協
力

案
件

動
向

等
に

関
す

る
情

報
）

 

 
・

協
力

事
業

分
野

の
拡

大
 

（
省

エ
ネ

技
術

、
循

環
型

社
会

形
成

、
上

下
水

道
技

術
等

）
 

 
・

協
力

事
業

対
象

地
域

の
拡

大
 

   

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
国

際
技

術
に

関
す

る
ノ

ウ
ハ

ウ
や

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
活

用
し

た
実

施

事
業

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
Ｊ

Ｉ
Ｃ

Ａ
の

事
業

獲
得

に
向

け
た

積
極

的
な

働
き

か
け

や
新

た
な

事

業
領

域
の

拡
大

等
（

経
営

基
盤

の
強

化
）

及
び

関
係

団
体

と
の

連
携

強
化

（
国

際
交

流
の

推
進

）
 

 

1
9

8
0

年
K

IT
A

設
立

以
来

、
長

き
に

渡
り

実
施

さ
れ

て
い

る
国

際
技

術
協

力
を

も
と

に
、

海
外

都
市

間
ネ

ッ
ト

ワ

ー
ク

が
構

築
さ

れ
て

き
た

。
 

こ
の

都
市

間
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

活
用

し
て

、
現

在
の

ア
ジ

ア
低

炭
素

化
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
環

境
ビ

ジ
ネ

ス
が

進
め

ら
れ

て
お

り
、

こ
れ

ら
の

K
IT

A
の

取
組

み
の

成
果

は
、

本
市

に
と

っ
て

重
要

な
役

割
を

果
た

し
て

い
る

。
 

２
月

に
は

、
北

九
州

市
と

J
IC

A
と

の
連

携
協

定
締

結
を

予
定

し
て

い
る

。
こ

れ
ま

で
の

協
力

関
係

を
一

層
促

進
し

、

新
た

な
分

野
で

の
協

力
を

発
展

さ
せ

、
相

互
に

有
益

な
連

携
関

係
を

強
化

す
る

こ
と

か
ら

、
ア

ジ
ア

低
炭

素
化

セ
ン

タ

ー
の

一
翼

を
担

う
K

IT
A

の
経

営
基

盤
の

強
化

に
繋

が
る

も
の

で
あ

る
。

 

な
お

、
平

成
2

4
年

度
末

、
K

IT
A

環
境

協
力

セ
ン

タ
ー

を
発

展
的

に
解

消
し

、
組

織
の

ス
リ

ム
化

を
図

り
、

健
全

な
運

営
を

推
進

す
る

。
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
経

営
基

盤
の

強
化

の
取

り
組

み
状

況
 

 
◇

J
IC

A
等

国
際

協
力

機
関

と
の

連
携

 

 
 

ア
．

研
修

事
業

 

 
 

 
J
IC

A
国

際
研

修
事

業
を

単
に

受
託

す
る

だ
け

の
受

身
で

あ
っ

た
が

、
研

修
プ

ラ
ン

を
積

極
的

に
J
IC

A
に

提

案
し

、
ニ

ー
ズ

に
合

っ
た

研
修

を
北

九
州

市
や

関
係

団
体

と
と

も
に

実
施

す
る

な
ど

、
さ

ら
な

る
連

携
を

深
め

て

い
る

。
 

イ
．

技
術

協
力

事
業

 

J
IC

A
技

術
協

力
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

活
用

し
、

企
業

の
経

験
を

活
か

し
た

技
術

協
力

や
ノ

ウ
ハ

ウ
を

提
供

す
る

こ
と

で
地

元
企

業
の

海
外

展
開

を
支

援
す

る
な

ど
、

こ
れ

ま
で

以
上

に
幅

広
い

取
組

み
を

進
め

、
J
IC

A
と

の
関

わ
り

を
強

め
て

い
る

。
 

 
 

ウ
．

連
携

強
化

 

 
 

 
国

際
協

力
案

件
形

成
の

た
め

、
情

報
共

有
の

機
会

を
高

め
て

い
る

。
 

 
 

・
J
IC

A
理

事
長

な
ど

ト
ッ

プ
レ

ベ
ル

の
政

策
協

議
 

・
J
IC

A
、

北
九

州
市

、
IG

E
S

（
（

公
財

）
地

球
環

境
戦

略
機

関
）
）

北
九

州
ア

ー
バ

ン
セ

ン
タ

ー
と

の
協

議
の

定

期
化

 

・
J
IC

A
研

修
課

長
に

よ
る

K
IT

A
コ

ー
ス

リ
ー

ダ
ー

会
議

出
席

 

 
 

・
6

6
0

0
人

以
上

に
及

ぶ
帰

国
研

修
員

と
の

連
絡

等
に

よ
る

生
き

た
国

際
需

要
の

発
掘

の
た

め
の

K
IT

A
・

北
九

州
市

・
J
IC

A
/環

境
情

報
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
共

同
開

発
 

◇
協

力
事

業
分

野
の

拡
大

 

 
 

こ
れ

ま
で

の
鉄

鋼
な

ど
生

産
プ

ロ
セ

ス
技

術
に

加
え

、
 

・
フ

ィ
リ

ピ
ン

・
マ

レ
ー

シ
ア

・
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
で

の
廃

棄
物

管
理

事
業

、
 

・
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
・

タ
イ

で
の

資
源

循
環

事
業

、
 

・
ベ

ト
ナ

ム
で

の
製

造
工

場
管

理
能

力
向

上
事

業
、

な
ど

 

新
た

に
協

力
事

業
分

野
の

拡
大

に
取

り
組

み
、

途
上

国
の

持
続

可
能

な
発

展
に

大
い

に
貢

献
す

る
と

と
も

に
北

九

州
市

の
国

際
展

開
に

も
つ

な
が

っ
て

い
る

。
 

◇
協

力
事

業
対

象
地

域
の

拡
大

 

 
 

ア
．

海
外

研
修

員
受

入
れ

実
績

 
 

【
H

1
9

】
1

3
2

カ
国

 
【

H
2

3
】

１
４

０
カ

国
 

成
果
指
標
 

○
研
修
受
入
れ
目
標
 

32
1
人
（
H1
8）
⇒
40
0
人
（
H2
2）
 

○
国
際
的
な
技
術
協
力
へ
の
貢
献
度
（
技
術
者
派
遣
等
）
 

○
受
託
事
業
収
入
比
率
 

 
82
％
（
H1
8）
⇒
84
％
（
H2
2）
 

○
管
理
費
比
率
：
22
％
（
H1
8）
⇒
20
％
（
H2
2）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
の
削
減
 
▲
8
百
万
円
（
H2
2
ま
で
）
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
▲
2
人
（
H2
2
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
研
修
の
受
入
れ
 

 
【
H2
3】
43
1
人
（
H1
8～
H2
3：
2,
50
8
人
）
 

○
国
際
的
な
技
術
協
力
へ
の
貢
献
度
 

 
【
H2
3】
41
件
（
H1
8
比
 
1
件
増
）
 

⇒
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
の
予
算
減
少
の
中
で
現
状
を
維
持
 

○
受
託
事
業
収
入
比
率
 

 
【
H2
2】
 
85
.2
％
 
【
H2
3】
87
.3
％
 

○
管
理
費
比
率
 

 
※
会
計
基
準
改
正
に
よ
り
比
較
算
出
不
可
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
の
削
減
 
▲
9
百
万
円
（
H2
3
決
算
）
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
▲
2
人
（
H2
4.
5.
1
現
在
）
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●正味財産増減計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
正味財産合計 当期経常増減額

一般正味財産期末残高
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

789,834

157,546
778,181 ▲ 16,250

856,766

1 0 1 0

無

無

特になし

無

・リサイクルプラザ運営業務   　　10,665
・浄化槽指導調査          　    　　935
・焼却工場に係る分析         　　10,269
・公共用水域等水質調査      　　 40,525
・工場･事業場排水試験       　　 14,175
・検査分析事業 その他　　　　　　 6,132
・紙パックトレー選別業務    　　  6,502
・ごみ収集業務　          　　  659,051
・道路狭隘収集業務        　　   41,580

0.0%

(30.0%)

8

3,000千円

非常勤

本市以外の出捐者の割合

0
778,181

94.0%

基本財産

総数

0

9 1
常勤

10,000千円

7
0
1

0 0

6
133

1 0

0
22 0

団体名

1 6

設立年月日公益財団法人北九州市環境整備協会

1

本市の出捐金と割合
昭和57年3月18日

5

Ｈ23年度決算
840,516

1

935,726
Ｈ23年度決算

5
1280

・検査・分析業務
・ごみ収集業務

153

0

2 0 2

0 0
4

0
1

・廃棄物の処理並びに環境衛生に関する調査、研究、検査及び相談指導を通じ生活環境の健全化を推進し、地
域住民の福祉へ増進、寄与すること

・社団法人から財団法人へ組織変更の際、社団法人の財産処分金をそのまま財団へ移した。（70.0%）

・環境分析・検査（水質、廃棄物、大気、環境）　・家庭ごみ等の収集
・法定検査（浄化槽、簡易専用水道）　　　　　　・紙パック・トレー選別業務

4 14

0

0

0

主な役割・業務

4



（
公
財
）
北
九
州
市
環
境
整
備
協
会
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
 

経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
「

ご
み

収
集

業
務

」
の

民
間

委
託

の

受
け

皿
 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
市

の
政

策
判

断
（

民
間

委
託

の
終

的
な

方
向

性
）

を
踏

ま
え

た
団

体
の

あ
り

方
（

将
来

的
な

課
題

）
の

検
討

 

②
ご

み
収

集
業

務
委

託
の

継
続

に
つ

い
て

、
経

費
面

や
機

能
面

で
の

優
位

性
の

明
確

化
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
自

立
的

な
経

営
体

制
の

確
立

（
検

査
部

門
）

 

●
組

織
運

営
体

制
の

抜
本

的
な

見
直

し
と

社
会

貢

献
活

動
の

積
極

的
展

開
 

●
将

来
的

な
ご

み
収

集
の

あ
り

方
に

つ
い

て
、

ご

み
量

や
処

理
コ

ス
ト

の
変

動
、

競
争

性
の

導
入

を
踏

ま
え

検
討

。
 

《
②

に
つ

い
て

》
 

●
「

ご
み

収
集

業
務

」
の

安
定

的
・

継
続

的
な

提

供
と

信
頼

回
復

 

●
「

ご
み

収
集

業
務

」
の

優
位

性
や

必
要

性
に

つ

い
て

の
徹

底
し

た
情

報
公

開
等

 

《
そ

の
他

》
 

●
検

査
部

門
の

事
業

拡
大

 

●
検

査
部

門
の

市
委

託
業

務
の

競
争

入
札

の
導

入
 

●
日

明
工

場
の

運
転

管
理

の
見

直
し

 

     

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
浄

化
槽

維
持

管
理

に
お

け
る

市
内

唯
一

の
法

定
検

査
機

関
と

し
て

責
務

を
負

っ
て

お
り

、
民

間
か

ら
の

一
般

受
注

は
減

少
傾

向
に

あ
る

一
方

、
環

境
国

際
貢

献
事

業
等

の
依

頼
が

増
加

傾
向

に
あ

り
、

収
支

相
償

の
確

保
に

努
め

て
い

る
。

 

●
組

織
の

立
直

し
・

強
化

、
社

会
貢

献
活

動
 

・
市

派
遣

職
員

の
増

（
Ｈ

１
９

：
４

人
 
⇒

 
Ｈ

２
０

：
９

人
 
⇒

 Ｈ
２

１
：

８
人

 

 
⇒

 
Ｈ

２
２

：
６

人
）

 

・
職

員
の

意
識

改
革

の
徹

底
（

研
修

等
に

よ
る

反
復

指
導

等
）

 

・
就

業
規

則
の

改
正

（
懲

戒
規

定
の

整
備

）
 

・
有

期
間

嘱
託

職
員

へ
の

試
験

制
度

の
導

入
（

主
任

試
験

）
 

・
職

員
間

の
意

思
疎

通
の

充
実

（
業

務
係

長
会

議
の

新
設

）
 

・
風

通
し

の
よ

い
職

場
づ

く
り

（
理

事
長

へ
の

意
見

箱
の

設
置

）
 

・
小

中
学

校
で

の
環

境
教

育
の

実
施

 

・
（

公
財

）
北

九
州

市
国

際
技

術
協

力
協

会
（

Ｋ
Ｉ

Ｔ
Ａ

）
の

国
際

研
修

へ
の

協
力

 

・
清

掃
活

動
へ

の
参

加
 

●
官

民
の

役
割

分
担

に
お

け
る

ご
み

収
集

業
務

の
完

全
民

間
委

託
の

方
針

を
踏

ま
え

、
民

間
委

託
の

受
け

皿
の

一
つ

と
し

て
の

役
割

を
担

う
。

 

《
②

に
つ

い
て

》
 

●
「

ご
み

収
集

業
務

」
に

つ
い

て
、

直
営

・
民

間
・

協
会

の
う

ち
、

協
会

の
収

集
割

合
は

４
割

で
、

経
費

は
も

安
価

と
な

っ
て

い
る

。
 

《
そ

の
他

》
 

●
市

内
企

業
、

近
隣

自
治

体
等

へ
の

営
業

活
動

に
よ

り
、

新
規

受
注

件
数

が
拡

大
 

 
 

H
2

2
：

4
7

件
 

H
2

3
：

3
0

件
 

●
検

査
部

門
の

市
委

託
業

務
の

う
ち

、
浄

化
槽

の
法

定
検

査
に

係
る

業
務

以
外

は
競

争
性

を
導

入
し

て
い

る
。

 

●
日

明
工

場
の

運
転

管
理

に
つ

い
て

は
、

Ｈ
２

２
年

度
よ

り
民

間
委

託
を

導
入

し
て

い
る

。
 

      

 

成
果
指
標
 

○
市
全
体
の
ご
み
処
理
コ
ス
ト
削
減
へ
の
 

貢
献
度
 

○
受
託
事
業
の
拡
大
（
検
査
部
門
の
自
主
 

事
業
）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 

 
▲
3
人
（
H2
5
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
市
全
体
の
ご
み
処
理
コ
ス
ト
削
減
へ
の
貢
献
度
 

月
単
価
 
民
間
14
6
万
円
／
台
 
協
会
10
8
万
円
／
台
 

○
受
託
事
業
の
拡
大
（
検
査
部
門
の
自
主
事
業
）
 

 
【
H1
9】
 
53
件
 
 
 
 
 
【
H2
2】
 
47
件
（
対
H1
9
比
 
▲
11
.3
％
）
 

【
H2
3】
 
30
件
（
対
H1
9
比
 
▲
43
.4
％
）
 

（
公
財
）
北
九
州
市
国
際
技
術
協
力
協
会
（
Ｋ
Ｉ
Ｔ
Ａ
）
の
国
際
研
修
へ
の
協
力
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
削
減
な
し
（
H2
4.
5.
1）
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●正味財産増減計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
正味財産合計 当期経常増減額

一般正味財産期末残高
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

139,235
1,597,764

8
0

0

2

0 0

1 0

6,575
335,902

1 0 1

Ｈ23年度決算
342,4771,736,999

Ｈ23年度決算

645,537

【財団ビル】
■建築年月 平成11年10月 ■延床面積 約5,800㎡ ■建設費 1,770百万円 ■耐用年数 50年

・九州ﾋｭｰﾏﾝﾒﾃﾞｨｱ創造ｾﾝﾀｰ補助
　・管理運営　　　　　　　　　　　　51,254
　・ｴﾑｻｲﾄ運営　　　　　　　　　　　 30,332
　・地域ICTﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進　　　　　　 30,421
　・LGWAN-ASP　　　　　　　　　　　　5,454
　・高度人材育成　　　　　　　　　　 3,936
・北九州ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨ創造事業実証事業費補助
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 222

特になし

無

・北九州e-PORT構想推進事業　　　　　15,050

4.4%
15,050

70

35.5%

(53.9%)

9

100,000千円

非常勤

本市以外の出捐者の割合

121,619

0
7

1 0
2 0

1 0 1

基本財産

総数

0

10 1
常勤

185,500千円

・九州電力（10.8％）　 ・ゼンリン（10.8％）　　  ・日本電信電話（4.9％）　　・西日本銀行（2.7％）
・福岡銀行（2.7％）　　・福岡シティ銀行（2.7％） ・安川電機（2.7％）　　    ・高田工業所（2.7％）
・新日本製鐵（2.7％）　・東陶機器（2.7％）　　   ・リコー（0.5％）
・日本テレコムインフォメーションサービス（0.3％）

5

8

0 0

6
5

・情報通信産業振興の推進

1

団体名

1 7

設立年月日公益財団法人九州ヒューマンメディア創造センター

0

本市の出捐金と割合
平成8年4月10日

0

主な役割・業務

16

5

・産学官の支援のもと、ＩＴやマルチメディアを活用して人々の暮らしをより快適にしていく「ヒューマンメ
ディア」の創造を目指し、情報関連技術に関する調査研究や人材育成、企業の育成支援などを通じて、既存産
業の高度化や新規事業の創出を図り、地域経済社会の発展に資すること

・e-ＰＯＲＴを基盤とする地域振興
・ＩＣＴの地域課題への対応（新分野への利活用の検討等）
・人材育成、財団ビル運営等

0

0

0

0

1 6



（
公
財
）
九
州
ヒ
ュ
ー
マ
ン
メ
デ
ィ
ア
創
造
セ
ン
タ
ー
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
事

業
領

域
の

抜
本

的
な

見
直

し
（

重
点

化
）

と
組

織
再

編
 

《
そ

の
他

》
 

●
ス

リ
ム

で
コ

ン
パ

ク
ト

な
組

織
体

制
を

検
討

し
、

経
営

者

が
的

確
な

判
断

と
意

思
決

定
を

迅
速

に
行

え
る

機
動

的
な

体
制

を
整

備
 

●
外

部
の

有
識

者
・

経
験

者
等

に
助

言
を

求
め

る
な

ど
人

的

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
活

用
し

た
経

営
体

制
の

確
立

 

●
優

れ
た

人
材

の
確

保
に

努
め

、
職

員
の

研
修

充
実

を
図

る
 

●
産

業
界

や
学

術
研

究
団

体
と

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
・

協
働

を

通
じ

た
有

能
な

マ
ン

パ
ワ

ー
の

確
保

 

   

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
Ｉ

Ｔ
産

業
の

育
成

等
 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
財

団
の

専
門

性
を

十
分

に
発

揮
で

き
る

よ
う

な
事

業
の

絞
込

み
（

重
点

化
）

の
実

施
 

②
自

主
財

源
を

活
用

し
た

自
立

的
な

事
業

展
開

 

             

ヒ
ュ

ー
マ

ン
メ

デ
ィ

ア
財

団
で

は
、

外
郭

団
体

経
営

改
革

プ
ラ

ン
に

基
づ

き
、

事
業

領
域

の
重

点
化

と
ス

リ
ム

で
コ

ン
パ

ク
ト

な
組

織
体

制
の

実
現

に
向

け
、

着
実

な
取

組
み

を
進

め
て

き
て

い
る

。
ま

た
、

プ
ラ

ン
策

定
後

に
発

生
し

た
リ

ー
マ

ン
シ

ョ
ッ

ク

へ
の

対
応

の
た

め
、
地

域
の

情
報

系
企

業
の

支
援

に
つ

な
が

る
分

野
に

重
点

を
お

い
て

、
財

団
の

事
業

に
取

り
組

ん
で

き
て

お
り

、

そ
の

結
果

、
極

め
て

厳
し

い
経

済
状

況
の

中
で

次
の

よ
う

な
成

果
を

あ
げ

て
き

て
い

る
。

 

 ●
情

報
産

業
の

振
興

に
特

化
し

た
事

業
領

域
へ

集
約

 

○
北

九
州

e
-P

O
R

T
構

想
の

推
進

に
よ

る
企

業
活

動
の

支
援

 

施
設

名
 

累
計

投
資

額
 

売
上

高
 

雇
用

人
数

 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
ｾﾝ

ﾀ
ｰ、

情
報

倉
庫

 
―

 
約

2
0

億
円

 
約

8
0

名
 

ｱ
ｼﾞ

ｱ
ﾝﾌ

ﾛ
ﾝﾃ

ｨ
ｱ 

約
1

3
0

億
円

 
約

8
0

億
円

 
約

2
0

名
 

ｺ
ｰﾙ

ｾ
ﾝﾀ

ｰ
（

1
1

箇
所

）
 

―
 

―
 

約
3

,5
0

0 名
 

○
地

域
課

題
に

対
応

し
た

IC
T

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
推

進
 

・
H

2
1

国
の

補
正

予
算

を
活

用
し

て
、

魚
町

商
店

街
に

お
け

る
課

題
解

決
と

し
て

、
①

魚
町

ビ
ジ

ョ
ン

（
デ

ジ
タ

ル
サ

イ
ネ

ー

ジ
）、

②
公

衆
無

線
L
A

N
構

築
、

③
商

店
街

共
通

ポ
イ

ン
ト

カ
ー

ド
シ

ス
テ

ム
を

導
入

整
備

 

・
H

2
3

か
ら

環
境

未
来

都
市

推
進

室
が

進
め

る
北

九
州

ス
マ

ー
ト

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

創
造

事
業

に
、

安
川

情
報

シ
ス

テ
ム

㈱
、

豊

光
社

等
と

参
画

し
、

財
団

ビ
ル

を
活

用
し

て
Ｂ

Ｅ
Ｍ

Ｓ
（

ビ
ル

エ
ネ

ル
ギ

ー
マ

ネ
ー

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

）
を

開
発

。
安

川
情

報
シ

ス
テ

ム
㈱

が
H

2
4

.1
2

月
に

製
品

を
リ

リ
ー

ス
し

、
平

成
2

7
年

ま
で

に
約

2
0

億
円

の
売

上
げ

を
見

込
む

。
 

・
IC

T
の

活
用

に
よ

り
訪

問
介

護
現

場
の

負
担

軽
減

を
図

る
た

め
の

ヘ
ル

パ
ー

支
援

シ
ス

テ
ム

を
㈱

イ
ン

フ
ォ

メ
ッ

ク
ス

に
運

用

委
託

し
、

市
内

介
護

事
業

所
に

導
入

。
今

後
、

市
内

介
護

事
業

者
へ

の
拡

大
も

予
定

。
 

●
ス

リ
ム

で
コ

ン
パ

ク
ト

な
組

織
体

制
の

実
現

 

2
1

年
度

に
は

、
A

IM
の

開
発

部
と

IC
T

推
進

室
を

統
合

し
、「

地
域

IC
T

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

推
進

部
」

と
し

て
、

組
織

を
効

率
化

。（
市

派
遣

職
員

▲
１

名
）

 

ま
た

、
自

社
ビ

ル
の

家
賃

収
入

が
収

益
の

大
き

な
柱

で
あ

り
、

高
い

入
居

率
の

維
持

に
よ

り
、

そ
の

利
益

の
５

０
％

以
上

を
自

主
財

源
と

し
て

公
益

事
業

会
計

に
繰

り
入

れ
る

こ
と

が
で

き
て

い
る

。
 

●
外

部
の

有
識

者
・

経
験

者
の

活
用

 

平
成

２
０

年
度

か
ら

は
、

民
間

の
視

点
に

よ
る

効
率

的
で

活
力

あ
る

財
団

運
営

が
行

わ
れ

る
よ

う
、

地
元

Ｉ
Ｔ

企
業

の
経

営
ト

ッ
プ

経
験

者
を

理
事

長
に

迎
え

、
ト

ッ
プ

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

を
強

化
し

て
い

る
。

 

●
人

材
の

確
保

、
産

業
界

と
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
活

用
 

民
間

か
ら

５
人

の
常

勤
研

究
員

の
派

遣
を

受
け

て
お

り
、

市
職

員
で

は
対

応
困

難
な

専
門

分
野

の
業

務
に

対
応

す
る

な
ど

、
民

間
と

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

活
か

し
た

マ
ン

パ
ワ

ー
の

確
保

に
努

め
て

い
る

。
 

北
九

州
e
-P

O
R

T
推

進
協

議
会

（
1

7
3

団
体

）
や

K
IP

（
6

0
社

）
の

事
務

局
と

し
て

も
、

市
内

情
報

系
企

業
と

連
携

し
つ

つ
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
応

じ
て

民
間

か
ら

非
常

勤
研

究
員

も
適

宜
活

用
し

て
い

る
。

 

 

 

成
果
指
標
 

○
研
究
機
関
、
研
究
者
、
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
増
加
 

○
人
材
育
成
セ
ミ
ナ
ー
等
受
講
者
数
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
の
削
減
 
▲
５
７
百
万
円
（
H2
2
ま
で
）
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
▲
1
人
（
H2
2
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
Ｉ
Ｃ
Ｔ
関
係
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
増
加
 

※
H2
0
年
度
か
ら
、
産
業
振
興
に
特
化
す
る
た
め
研
究
開

発
事
業
か
ら
Ｉ
Ｃ
Ｔ
関
係
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
事
業
領

域
を
転
換
。
 

・
H2
0.
4
か
ら
財
団
理
事
長
を
民
間
か
ら
登
用
 

 
・
新
規
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

 
 
ス
マ
ー
ト
ビ
ル
化
実
証
事
業
、
サ
ー
バ
イ
ン
キ
ュ

ベ
ー
ト
推
進
、
農
業
や
介
護
分
野
に
お
け
る
IC
T

活
用
な
ど
 

○
人
材
育
成
セ
ミ
ナ
ー
等
受
講
者
数
 

 
【
H2
2】
14
0
人
 
【
H2
3】
10
7
人
 

※
H2
3
は
募
集
時
期
が
企
業
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
時
期

と
重
な
っ
て
い
た
事
な
ど
に
よ
り
受
講
者
数
が
減

少
し
た
。
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

・
市
補
助
金
の
削
減
▲
79
百
万
円
（
H2
3
決
算
）
 

・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
削
減
な
し
(H
24
.5
.1
現
在
) 

※
～
H2
3
年
度
▲
1
人
済
み
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●正味財産増減計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
正味財産合計 当期経常増減額

一般正味財産期末残高
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

・学術研究都市の充実・振興  ・産学連携の促進  ・半導体技術拠点化の推進
・カーエレクトロニクス拠点化の推進  ・中小・ベンチャー企業の支援

0

1

0

1

1 6
2 0

9

1

1,894,327
Ｈ23年度決算

4

0 0

Ｈ23年度決算
2,531,606

団体名

2 7

設立年月日公益財団法人北九州産業学術推進機構

2

本市の出捐金と割合
平成13年3月1日

0

主な役割・業務

800,000千円

無

17

11

1 0

22
48

・学術研究の推進
・産学連携

871 0 1

基本財産

44
1 0

0
7

総数

0
00

29.7%

(100.0%)

11 2 9

800,000千円

常勤 非常勤

本市以外の出捐者の割合

無

・学術研究拠点推進　　　　　　　　 324,660
・産学官連携研究開発推進事業　　　　85,878
・海外連携ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ助成事業　　　　　41,259
・先導的低炭素化技術拠点形成事業　　83,545
・知的ｸﾗｽﾀｰ(第Ⅱ期)推進事業　　　　 30,782
・半導体産業振興事業　　　　　　　　41,415
・ｶｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ拠点化整備推進事業　　　22,555
・ﾛﾎﾞｯﾄ産業振興事業　　　　　　　   12,575
・産学連携推進事業　　　　　　　　　 6,188
・中小企業支援ｾﾝﾀｰ特定支援事業　　　38,015
・中小企業自動車産業技術力向上、人材育成
　助成金事業　　　　　　　　　　　　 4,450
・知的所有権ｾﾝﾀｰ運営支援事業　　     6,386
・ﾍﾞﾝﾁｬｰ総合支援事業　　　　　　    22,096
・その他　　　　　　　　　　　　　　32,906

特になし

・北九州ﾃﾚﾜｰｸｾﾝﾀｰ管理運営　　　　120,930
・学術研究施設管理　　　　　　 1,111,095
                          （計 1,232,025）

・産学連携ﾌﾟﾗﾝﾅｰによる環境ﾋﾞｼﾞﾈｽ促進事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　25,247
・ﾍﾞﾝﾁｬｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｸﾗﾌﾞ運営  　　　　　 5,641
・ｱｼﾞｱ環境ﾋﾞｼﾞﾈｽ展開支援事業補助　 　　946
　　　　　　　　　　　　　   　（計 31,834）

600,280
1,263,859

494,047
1,400,280 ▲ 17,505

2,549,111

・北九州地域における産学官連携による研究開発や学術研究の推進等を行うことで、産業技術の高度化や活力
ある地域企業群の創出・育成に寄与すること

49.9%

9
1

0

2

0 0

752,710

0



（
公
財
）
北
九
州
産
業
学
術
推
進
機
構
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
北

九
州

地
域

に
お

け
る

産
学

官
連

携
に

よ
る

研
究

開
発

、
学

術
研

究
の

推
進

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
費

用
対

効
果

を
念

頭
に

置
い

た
事

業
の

見
直

し
や

効
率

的
な

組
織

機

構
の

検
討

等
（

総
合

的
な

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

機
能

の
見

直
し

）
 

②
市

と
し

て
も

、
事

業
効

果
の

検
証

、

選
択

と
集

中
に

基
づ

く
事

業
展

開

を
図

る
べ

き
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
総

合
的

な
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
機

能
の

強
化

 

 
・

ト
ッ

プ
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

強
化

と
経

営
体

制
の

ス
リ

ム
化

の
検

討
 

●
費

用
対

効
果

の
検

証
に

基
づ

く
事

業
の

選
択

と
集

中
 

・
新

分
野

の
事

業
の

推
進

 

 
 

 
半

導
体

、
ロ

ボ
ッ

ト
、

カ
ー

エ
レ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

、

マ
イ

ク
ロ

エ
レ

ク
ト

ロ
メ

カ
ニ

カ
ル

シ
ス

テ
ム

等
 

 《
そ

の
他

》
 

●
自

主
財

源
の

拡
大

 

                   

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
産

学
連

携
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

を
集

約
し

、
柔

軟
に

対
応

で
き

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

と
し

て
配

置
し

効
率

化
を

図
る

な
ど

、

総
合

的
な

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

機
能

を
強

化
。

 

 
ま

た
、

ト
ッ

プ
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

強
化

の
た

め
、

理
事

長
に

著
名

な
研

究
者

を
、

副
理

事
長

に
ト

ヨ
タ

(株
)技

監
を

登
用

。
 

●
「

選
択

と
集

中
」

に
よ

る
事

業
展

開
に

よ
り

、
カ

ー
エ

レ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
や

M
E

M
S

、
低

炭
素

化
技

術
な

ど
新

た
な

分
野

を
重

点
的

に
推

進
す

る
た

め
、

組
織

体
制

を
見

直
し

、
５

つ
の

セ
ン

タ
ー

を
２

つ
の

セ
ン

タ
ー

に
集

約
し

た
。

 

 《
そ

の
他

》
 

●
外

部
資

金
の

獲
得

状
況

（
H

1
9

 
4

3
％

）
 

 
H

2
3

事
業

収
入

全
体

額
 

 
2

,5
3

1
,6

0
6

千
円

 
 

内
）

外
部

資
金

額
 

 
2

8
3

,1
1

0
千

円
 

 
外

部
資

金
総

額
 

 
1

,1
7

3
,6

0
0

千
円

（
4

6
％

）
 

 
H

2
2

事
業

収
入

全
体

額
 

 
2

,6
3

5
,9

1
7

千
円

 
 

内
）

外
部

資
金

額
 

 
3

0
9

,7
4

1
千

円
 

 
外

部
資

金
総

額
 

 
1

,4
4

2
,7

2
3

千
円

（
5

4
％

）
 

      

 

成
果
指
標
 

○
FA
IS
が
関
わ
っ
た
外
部
資
金
等
 

 
14
億
円
（
H1
9）
⇒
18
億
円
（
H2
2）
※
年
間
 

○
FA
IS
が
関
わ
っ
た
外
部
資
金
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
件
数
 

 
（
産
学
連
携
の
強
化
）
 

 
21
件
（
H1
9）
⇒
30
件
（
H2
2）
 

○
学
研
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
数
 

 
11
社
（
H1
9）
⇒
14
社
（
H2
2）
※
累
計
 

○
特
許
出
願
数
 

 
30
8
件
（
H1
9）
⇒
40
0
件
（
H2
2）
※
累
計
 

○
カ
ー
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
人
材
輩
出
数
 

 
60
名
（
H2
2
以
降
）
※
年
間
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

・
市
補
助
金
の
削
減
 
▲
25
7
百
万
円
（
H2
2
ま
で
） 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
▲
10
人
（
H2
5
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
FA
IS
が
関
わ
っ
た
外
部
資
金
 

 
【
H2
1】
16
億
円
 
 
【
H2
2】
14
億
円
 
 
【
H2
3】
11
億
円
 

○
FA
IS
が
関
わ
っ
た
外
部
資
金
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
件
数
 

 
【
H2
1】
21
件
 
 
 
【
H2
2】
17
件
 
 
 
【
H2
3】
13
件
 

○
学
研
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
数
 
 
【
H2
3】
累
計
16
社
 

○
特
許
出
願
数
 
 
 
 
 
 
【
H2
3】
累
計
41
7
件
 

○
カ
ー
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
人
材
輩
出
数
 
 
【
H2
2】
74
人
 
 
【
H2
3】
10
6
人
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
の
削
減
 
▲
53
5
百
万
円
（
H2
3
決
算
）
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
▲
9
人
（
H2
4.
5.
1
現
在
）
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●正味財産増減計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
正味財産合計 当期経常増減額

一般正味財産期末残高
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

・内外の工業製品等の展示会、見本市等の開催、誘致及び支援
・各種会議、大会等コンベンションの誘致及び支援
・上記事業の用に供する施設の管理及び運営等

0

0

0

0

0 6
2 0

3

1

3,637,580
Ｈ23年度決算

1

0 1

Ｈ23年度決算
985,228

団体名

1 7

設立年月日公益財団法人西日本産業貿易コンベンション協会

0

本市の出捐金と割合
昭和51年3月25日

0

主な役割・業務

2,441,829千円

・福岡県　　0.2％
・日本自転車振興会　　16.7％
・地元経済団体及び地元企業等（73社・団体）

9

10

0 0

8
11

・展示会の誘致及び支援
・コンベンションの誘致

441 0 1

基本財産

10
1 0

16
6

総数

0
70

0.2%

(71.7%)

10 1 9

1,750,000千円

常勤 非常勤

本市以外の出捐者の割合

【西日本総合展示場（本館）】
■建築年月 昭和52年4月 ■延床面積 約11,000㎡ ■建設費 1,661百万円 ■耐用年数 47 年

・エコテクノ開催助成　　　　　　　　2,000

特になし

・北九州国際展示場及び北九州国際会議場の
　管理運営                         315,439

大規模ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ関連調整関連業務委託　 4,095
ﾛﾎﾞｯﾄ産業ﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｪｱ北九州会場運営業務 3,000
　　　　　　　　　　　　　　　　（計 7,095）

1,860,597
322,534

326,435
3,311,145 97,290

887,938

・内外の工業製品等の展示紹介を通じて西日本地域の産業の高度化と貿易の振興に資するとともに、北九州市
におけるｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝの誘致、支援等を通じて地域の活性化及び文化の向上に資し、もって北九州地域を中心とす
るわが国経済の健全な発展と、不特定多数の者の利益の増進に寄与すること

32.7%

8
0

0

2

1 1

2,000

1



（
公
財
）
西
日
本
産
業
貿
易
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
協
会
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
見

本
市

や
国

際
会

議
、

コ
ン

ベ
ン

シ

ョ
ン

の
誘

致
支

援
事

業
等

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
２

団
体

の
統

合
（

H
1

7
）

に
よ

る
メ

リ
ッ

ト
を

大
限

に
活

用
し

、
総

合

的
な

機
能

の
強

化
に

向
け

た
組

織

の
ス

リ
ム

化
等

（
よ

り
効

果
的

・
効

率
的

な
運

営
体

制
の

整
備

）
 

②
観

光
・

文
化

振
興

等
を

担
う

他
団

体

と
の

連
携

強
化

の
推

進
 

（
コ

ン
ベ

ン
シ

ョ
ン

施
策

の
推

進
）

 

③
現

行
の

施
設

の
管

理
運

営
事

業
に

つ
い

て
、

実
施

事
業

と
の

関
連

性
や

自
己

所
有

の
展

示
場

本
館

も
含

め

た
一

体
管

理
を

考
慮

し
、

選
定

方
法

を
検

証
（

指
定

管
理

施
設

）
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
民

間
か

ら
の

経
営

ト
ッ

プ
採

用
な

ど
の

検
討

を
行

い
、

自
立

的
・

機
動

的
な

経
営

体
制

を
目

指
す

 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
観

光
・

文
化

・
芸

術
関

係
団

体
と

の
連

携
強

化
、

組
織

統
合

の
可

能
性

を
視

野
に

入
れ

た
組

織
運

営
体

制
の

検
討

 

 《
③

に
つ

い
て

》
 

●
指

定
管

理
者

と
し

て
、

実
施

事
業

と
の

関
連

や
自

己
所

有
施

設
も

含
む

３
施

設
一

体
管

理
を

考
慮

 

 《
そ

の
他

》
 

●
外

部
評

価
導

入
に

よ
る

自
主

事
業

等
の

見
直

し
、

柔
軟

な
料

金
体

系
の

導
入

に
よ

る
稼

働
率

向
上

や
事

業
拡

大
に

よ
る

収
入

増
、

徹
底

し
た

経
費

削
減

 

             

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
民

間
か

ら
の

経
営

ト
ッ

プ
採

用
等

、
自

立
し

た
効

率
的

な
組

織
運

営
体

制
の

構
築

と
併

せ
て

検
討

中
。

 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
他

の
団

体
と

の
連

携
及

び
組

織
統

合
の

可
能

性
に

つ
い

て
調

査
中

。
 

 《
③

に
つ

い
て

》
 

●
施

設
を

一
体

的
に

活
用

・
機

能
さ

せ
る

こ
と

に
よ

り
、

収
入

増
や

経
費

削
減

を
図

っ
て

い
る

。
 

【
収

入
増

の
た

め
の

主
な

取
り

組
み

】
 

 
・

営
業

推
進

本
部

を
中

心
に

提
案

型
の

営
業

活
動

の
強

化
 

 
・

開
催

助
成

金
制

度
の

拡
充

に
よ

る
コ

ン
ベ

ン
シ

ョ
ン

誘
致

の
強

化
 

 
な

ど
 

 
【

経
費

削
減

の
た

め
の

主
な

取
り

組
み

】
 

 
・

主
催

事
業

の
見

直
し

に
よ

る
事

業
の

統
廃

合
の

実
施

 

 
・

建
物

・
設

備
等

の
計

画
的

改
修

に
よ

る
コ

ス
ト

削
減

 

 《
そ

の
他

》
 

●
自

主
事

業
等

の
見

直
し

に
つ

い
て

は
、

外
部

評
価

委
員

会
の

意
見

を
取

り
入

れ
、

事
業

の
集

約
等

を
実

施
し

た
。

 

柔
軟

な
料

金
体

系
の

導
入

に
よ

る
稼

働
率

向
上

に
つ

い
て

は
、

関
係

部
署

と
協

議
を

行
っ

て
い

る
。

 

ま
た

、
事

業
継

続
に

よ
る

収
入

増
、

経
費

削
減

に
つ

い
て

は
、

継
続

し
て

実
施

し
て

い
る

。
 

              

 

成
果
指
標
 

○
使
用
料
等
収
入
の
増
 
約
64
,0
00
千
円
増
 

（
H2
5
ま
で
）
 

○
施
設
維
持
管
理
費
の
削
減
▲
12
,0
00
千
円
 

（
H2
5
ま
で
）
 

○
見
本
市
・
展
示
会
の
自
主
開
催
事
業
（
H2
5
目
標
：

出
展
者
数
1,
20
0
社
、
入
場
者
20
万
人
）
 

○
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
の
誘
致
・
支
援
事
業
（
H2
5
目

標
：
九
州
規
模
以
上
の
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
開
催
件

数
18
0
件
）
 

○
フ
ィ
ル
ム
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
事
業
（
H2
5
目
標
：
映

画
・
ド
ラ
マ
支
援
本
数
15
分
）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
▲
5
人
（
H2
5
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
使
用
料
等
の
収
入
の
増
 

 
【
H1
9】
44
3,
58
2
千
円
（
基
準
年
）
 

 
【
H2
2】
40
3,
07
0
千
円
（
対
H1
9
比
 
▲
40
,5
12
千
円
）
 
 
【
H2
3】
38
8,
70
0
千
円
（
対
H1
9
比
 
▲
54
,8
82
千
円
） 

○
施
設
維
持
管
理
費
の
削
減
 
【
H2
2】
▲
64
,0
78
千
円
 
【
H2
3】
▲
52
,7
71
千
円
 

○
見
本
市
・
展
示
会
の
自
主
開
催
事
業
 

 
【
H2
2】
出
展
社
数
98
1
社
、
入
場
者
数
18
万
人
 
 
 
【
H2
3】
出
展
社
数
1,
01
9
社
、
入
場
者
数
17
万
人
 

○
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
の
誘
致
、
支
援
事
業
数
 
 
 
【
H2
2】
19
9
件
 
 
【
H2
3】
16
6
件
 

○
フ
ィ
ル
ム
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
事
業
 
 
 
 
 
 
 
【
H2
1】
誘
致
件
数
：
10
件
、
ロ
ケ
隊
延
べ
3,
00
0
人
 

 
※
フ
ィ
ル
ム
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
部
門
は
H2
2
に
市
に
移
管
。
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
▲
7
人
（
H2
4.
5.
1）
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●正味財産増減計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
正味財産合計 当期経常増減額

一般正味財産期末残高
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

無

・到津の森公園、ひびき動物ワールドﾞ、響灘緑地の管理運営
・駐車場管理

1

1

0

0

0 1
2 0

主な役割・業務

0

Ｈ23年度決算
985,764

1

983,153
Ｈ23年度決算

5
40

・到津の森公園等の指定管
理
・駐車場管理

61

団体名

1 4

設立年月日公益財団法人北九州市都市整備公社

0

本市の出捐金と割合
昭和48年4月1日

0

1 0

4
45

0

1 0 1

基本財産

総数

1

7 1
常勤

200,000千円

5
0
2

1 0

12
1

1

2

00

0.0%

(100.0%)

6

200,000千円

非常勤

本市以外の出捐者の割合

0

0

684,959

無

無

　当財団の収入のうち、主に指定管理（利用料金制）を受けている到津の森公園（動物園）の入園料等につ
いては、屋外型施設であるため、天候等により大きく左右される面がある。このような状況の中、指定管理
料や入園料等では必要経費を賄うことができないことから、財団全体の収支において、恒常的な赤字の主要
因となっている。今後も引き続き、安定的な収入確保や経費節減を図っていく必要がある。

・到津の森公園管理運営業務 　　 21,000
・ひびき動物ﾜｰﾙﾄﾞ管理運営業務　 39,669
・響灘緑地管理運営業務         403,509
　　　　　　　　　　　　　（計 464,178）

・動物ｻﾎﾟｰﾀｰ事業委託                20,995
・教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ事業委託                8,500
・旭山動物園ﾗｲﾌﾞ映像管理業務　　　 　1,323
・ﾏﾀﾞｶｽｶﾙの希少動物保護事業にかかる
  教材作成業務    　　　　　　　　　　 452
・到津の森魅力向上事業　　  　　　  19,999
                             　（計 51,269）

52.3%

・公園等各種都市施設その他の施設の管理・運営及び維持保全活動を実施することにより、北九州市及びそ
の周辺地域の都市機能の増進と公共の福祉の向上に寄与すること

1

515,447

298,194
684,959 ▲ 46,988

1,032,752

0 0 0



 （
公
財
）
北
九
州
市
都
市
整
備
公
社
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
到

津
の

森
公

園
の

指
定

管
理

業
務

に

特
化

し
た

団
体

と
し

て
の

役
割

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
他

の
機

能
に

つ
い

て
、

自
主

的
に

継
続

す
る

場
合

の
市

の
関

与
の

廃
止
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
公

園
等

維
持

管
理

事
業

（
特

命
委

託
）

を
見

直

し
、

市
の

関
与

を
廃

止
 

 《
そ

の
他

》
 

●
本

部
組

織
の

大
幅

な
縮

小
・

精
鋭

化
、

役
員

ポ

ス
ト

を
簡

素
化

し
官

民
問

わ
ず

広
く

人
材

を

登
用

 

●
自

主
事

業
の

継
続

・
拡

大
 

●
到

津
の

森
公

園
以

外
の

指
定

管
理

業
務

の
段

階
的

縮
小

 

     

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
公

園
等

維
持

管
理

事
業

を
市

へ
引

き
揚

げ
。
（

公
社

管
理

課
廃

止
）

 

 《
そ

の
他

》
 

●
市

派
遣

職
員

1
5

人
減

、
専

務
理

事
の

削
減

、
理

事
へ

の
民

間
出

身
者

登
用

、
本

部
組

織
の

ス
リ

ム
化

等
を

実
施

。
 

 ●
企

業
協

賛
金

、
移

動
販

売
車

の
誘

致
、

コ
イ

ン
パ

ー
キ

ン
グ

新
設

等
自

主
事

業
を

拡
大

。
 

 ●
山

田
緑

地
・

ほ
た

る
館

の
指

定
管

理
業

務
を

廃
止

し
、

業
務

縮
小

を
実

施
。

 

                     

 

成
果
指
標
 

○
利
用
者
数
、
自
主
事
業
収
入
の
増
加
（
新

指
定
管
理
事
業
計
画
に
て
定
め
る
）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 

 
▲
16
人
（
25
年
度
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
23
年
度
実
績
 
（
 
）
内
は
22
年
度
実
績
 

 
・
到
津
の
森
公
園
 
34
9,
31
5
人
（
35
0,
69
8
人
）
 

 
・
グ
リ
ー
ン
パ
ー
ク
 
36
6,
69
5
人
（
38
2,
80
5
人
）
 

 
・
ひ
び
き
動
物
ワ
ー
ル
ド
 
69
,3
83
人
（
77
,2
04
人
）
 

○
自
主
事
業
収
入
の
増
加
 

ポ
ニ
ー
え
さ
販
売
・
乗
馬
 
16
8
万
円
/年
 

小
型
遊
具
新
設
、
移
動
販
売
車
誘
致
 
13
7
万
円
/年
 
等
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
23
年
度
ま
で
に
計
画
ど
お
り
15
人
削
減
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●正味財産増減計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
正味財産合計 当期経常増減額

一般正味財産期末残高
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

0

345,214
5,300 0

3,180,440

1 0 1 1

無

・北九州市学校給食協会運営費補助金   35,584

特になし

無

無

1.1%

(100.0%)

16

5,000千円

非常勤

本市以外の出捐者の割合

35,584
5,300

0.0%

基本財産

総数

0

17 1
常勤

5,000千円

15
0
1

0 0

1
4

1 0

3
22 0

団体名

1 14

設立年月日公益財団法人北九州市学校給食協会

10

本市の出捐金と割合
昭和50年4月1日

10

Ｈ23年度決算
3,180,440

1

350,514
Ｈ23年度決算

0
40

・給食物資の供給
・代金の支払徴収

7

0

11 0 11

0 3
0

0
1

・北九州市内の学校給食事業の充実発展と、その運営の円滑化を図ること

無

・学校給食に要する物資の調達・配給・物資代金の徴収支払い
・学校給食実施上必要な調査研究及び学校給食の普及奨励

0 1

0

0

0

主な役割・業務

0



（
公
財
）
北
九
州
市
学
校
給
食
協
会
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
学

校
給

食
に

お
け

る
食

の
安

全
性

の
確

保
、

安
定

的
な

供
給

な
ど

慎
重

に
検

討
す

べ
き

問
題

が
多

い
 

 【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
物

理
的

に
は

民
間

委
託

化
も

可
能

な
た

め
、

将
来

的
な

学
校

給
食

事
業

の
方

向
性

を
整

理
す

る
中

で
、

財
団

の
あ

り
方

を
検

討
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
中

学
校

給
食

モ
デ

ル
事

業
の

実
施

状
況

や
、

他

都
市

に
お

け
る

取
扱

い
等

も
踏

ま
え

、
食

の
安

全
性

の
確

保
に

留
意

し
つ

つ
、

引
き

続
き

団
体

の
あ

り
方

を
検

討
 

 《
そ

の
他

》
 

●
自

主
財

源
の

確
保

の
方

策
を

検
討

 

       

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
給

食
調

理
業

務
の

民
間

委
託

を
進

め
る

に
際

し
、

ま
た

、
放

射
性

物
質

の
問

題
に

関
し

て
も

、
食

材
調

達
に

つ
い

て
は

厳
格

な
衛

生
基

準
の

も
と

給
食

協
会

が
担

い
、

安
全

性
を

担
保

す
る

こ
と

で
、

保
護

者
等

の
不

安
を

払
拭

し
て

い
る

。
 

１
日

あ
た

り
約

８
万

食
の

食
材

調
達

に
関

し
、

サ
ン

プ
ル

検
収

、
食

材
の

審
査

保
管

、
学

校
と

の
や

り
と

り
等

市
で

は
実

施
困

難
な

業
務

を
効

果
的

・
効

率
的

に
運

営
可

能
で

あ
り

、
団

体
と

し
て

存
続

す
べ

き
。

 

 《
そ

の
他

》
 

●
団

体
の

性
格

上
、

外
部

資
金

の
獲

得
な

ど
に

よ
る

自
主

財
源

の
確

保
は

困
難

な
状

況
で

あ
る

が
、

引
き

続
き

そ
の

方
策

を
検

討
。

 

       

    

成
果
指
標
 

○
食
材
の
安
全
性
の
確
保
（
食
材
の
選
定
や
検

査
の
実
施
な
ど
）
と
安
定
的
な
供
給
 

○
地
産
地
消
の
推
進
（
県
内
産
品
30
％
以
上

使
用
）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
の
削
減
 
 

▲
9
百
万
円
（
H2
2
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
食
材
の
安
全
性
の
確
保
と
安
定
的
な
供
給
 

中
学
校
完
全
給
食
の
全
校
実
施
に
伴
い
、
食
材
の
使
用
量
が
増
加
し
た
た
め
、
よ
り
確
実
な
選
定
・
検
査
を
実
施
し
、
安
定
的

な
供
給
に
努
め
た
。
 

（
中
学
校
給
食
の
実
施
）
 
H2
3
ま
で
に
全
62
 校
開
始
 

○
地
産
地
消
の
推
進
 

 
・
県
内
産
品
使
用
（
野
菜
品
目
ベ
ー
ス
）
58
.2
％
 

 
・
市
内
産
品
使
用
（
野
菜
品
目
ベ
ー
ス
）
32
.7
％
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
の
削
減
 
▲
10
百
万
円
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●取締役 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監査役 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●損益計算書
資産 営業収益（売上高）
負債 営業費用
純資産 経常利益
うち利益剰余金 税引後当期利益

市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち営業収益に占める割合 うち営業収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

2

7

2

0 1
0 0 0

0

8
12 2

・ＡＩＭビルの設置・運営主体として、国際ビジネスサポート等を目的に、地域の経済活性化や国際化に寄与
する事業を行うこと

0
0

総数

平成5年4月26日
6,600,000千円

(独)中小企業基盤整備機構  15.0％、福岡県  14.1%％、西部瓦斯㈱  6.1％、㈱西日本ｼﾃｨ銀行  5.0％
㈱みずほ銀行  5.0％、ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭ東海㈱  4.9％、㈱福岡銀行  3.0％、
その他民間企業（18.5％※各社 0.02%～2.0％）、その他 一般社団法人ほか　0.1％

0

(28.3%)
団体名 設立年月日株式会社北九州輸入促進センター

本市の出資金と割合

2 0

2
0
00

3 2

1,866,700千円

非常勤

本市以外の出資者の割合
資本金

主な役割・業務

47,564

0
0

7

0
1

0

Ｈ23年度決算
1,137,40010,033,330

【ＡＩＭビル】
■建築年月 平成10年4月 ■延床面積　83,307㎡ ■建設費　19,400百万円 ■耐用年数 50年

無

無

・約20億円の繰越欠損金の解消
・キプロの収支は、テナントの入居率（H23.3末 83.3% ※H23決算は3期ぶりに黒字）に左右される構
造であるが、今後、欠損金の早期解消のためには、更なる入居率の向上が必要となる。

無

4,595,026

0

常勤

Ｈ23年度決算

0

1

1

10
1

0.0%0.0%

9

0

1 1 0

46,047
0

▲ 2,007,583

976,532

・新たなビジネス、交流等を
はぐくむ拠点施設の運営・維
持管理

・国際ﾋﾞｼﾞﾈｽのｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ及び不動産賃貸事業（①AIMﾋﾞﾙﾃﾅﾝﾄｽﾍﾟｰｽの賃貸、②
2F商業施設の運営、③AIMﾋﾞﾙ・西日本総合展示場新館共用部の管理）等

0
1 1

0
0

5,438,305

5



（
株
）
北
九
州
輸
入
促
進
セ
ン
タ
ー
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
ビ

ル
建

設
時

の
借

金
の

完
済

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
経

営
安

定
化

や
黒

字
経

営
の

維
持

 

②
施

設
コ

ン
セ

プ
ト

の
整

理
も

含
め

、

立
地

条
件

や
機

能
を

大
限

に
活

用
で

き
る

柔
軟

な
運

営
手

法
等
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
累

積
損

失
の

早
期

解
消

及
び

借
入

金
の

着
実

な

返
済

 

●
新

た
な

賃
貸

ス
ペ

ー
ス

の
確

保
に

よ
る

増
収

対

策
 

《
②

に
つ

い
て

》
 

●
商

業
ス

ペ
ー

ス
の

さ
ら

な
る

有
効

活
用

策
の

検

討
（

オ
フ

ィ
ス

テ
ナ

ン
ト

化
含

む
）

 

                  

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
平

成
2

1
年

6
月

の
大

型
テ

ナ
ン

ト
退

店
に

よ
り

入
居

率
が

5
7

％
ま

で
落

ち
込

ん
だ

が
、

平
成

2
3

年
度

末
時

点
で

8
３

％
ま

で
回

復
し

、
単

年
度

黒
字

を
計

上
し

た
。

 

 
H

2
1

 
H

2
2

 
H

2
3

 

経
常

利
益

 
▲

7
3

,9
7

4
 

▲
1

5
4

,0
3

9
 

4
7

,5
6

4
 

当
期

純
利

益
 

▲
7

5
,3

9
7

 
▲

9
5

,5
7

6
 

4
6

,0
4

6
 

累
積

損
益

 
▲

1
,9

2
9

,1
3

8
 

▲
2

,0
5

1
,5

7
4

 
▲

2
,0

0
4

,9
7

5
 

長
期

借
入

金
 

4
,5

8
6

,5
9

9
 

3
,9

4
8

,7
6

9
 

3
,4

9
3

,1
0

4
 

 ●
積

極
的

な
誘

致
活

動
を

行
う

た
め

、
誘

致
部

を
新

設
し

、
社

内
異

動
に

よ
り

誘
致

部
門

の
職

員
を

増
員

す
る

な
ど

、
誘

致
体

制
を

強
化

。 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
A

IM
機

能
の

見
直

し
に

伴
い

、
従

来
の

役
割

に
加

え
、

都
市

型
市

民
サ

ー
ビ

ス
の

拠
点

や
小

倉
駅

新
幹

線
口

の
賑

わ
い

拠
点

と
し

て
の

役
割

も
踏

ま
え

た
関

連
テ

ナ
ン

ト
の

誘
致

を
行

っ
て

い
る

。
 

         

 

成
果
指
標
 

○
単
年
度
純
利
益
の
確
保
 

（
毎
年
1
億
2
千
万
円
）
 

○
累
積
損
失
額
の
削
減
（
H2
2
末
残
高
18
億
円
） 

○
テ
ナ
ン
ト
入
居
率
98
％
の
維
持
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
▲
1
人
（
H2
5
ま
で
）  

達
成
状
況
 

○
単
年
度
純
利
益
の
確
保
 
 
 
【
H2
2】
▲
95
,5
76
千
円
 
 
  
【
H2
3】
46
,0
46
千
円
 

○
累
積
損
失
額
の
削
減
 
 
 
 
【
H2
2】
▲
2,
05
2
百
万
円
 
 
 
【
H2
3】
▲
2,
00
5
百
万
円
 

○
テ
ナ
ン
ト
入
居
率
の
維
持
 
 
【
H2
2
末
】
71
％
 
 
 
 
 
 
 【
H2
3
末
】
83
％
 

【
入
居
率
内
訳
】
 

 
●
公
共
的
機
関
計
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
６
％
 

 
 
 
 
北
九
州
貿
易
･投
資
ﾜﾝ
ｽﾄ
ｯﾌ
ﾟｻ
ｰﾋ
ﾞｽ
ｾﾝ
ﾀｰ
  
 
９
％
 

市
の
事
務
所
関
連
施
設
 
 
 
 
 
 
 
 
４
０
％
 

 
 
 
 
市
外
郭
団
体
関
連
施
設
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
％
 

 
 
 
 
そ
の
他
市
関
連
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
％
 

 
 
 
 
国
県
関
連
機
関
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
％
 

 
●
そ
の
他
民
間
企
業
等
計
 
 
 
 
 
 
 
 
４
４
％
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
削
減
な
し
（
H2
4.
5.
1
時
点
）
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●取締役 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監査役 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●損益計算書
資産 営業収益（売上高）
負債 営業費用
純資産 経常利益
うち利益剰余金 税引後当期利益

市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち営業収益に占める割合 うち営業収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

0 0

6
0

140,473

2 1 1

Ｈ23年度決算
177,9991,982,928

Ｈ23年度決算

63,653

▲ 298,508
0

1,919,275 46,522

【テクノセンタービル】
■建築年月 平成5年1月 ■延床面積　7,176㎡ ■建設費 2,942百万円 ■耐用年数  45年

無

　約3億円の繰越欠損金の解消に向けて、引き続き、現在のテナントの入居率（H23.3末 90.5%）維
持・向上を図る必要がある。

無

無

0.0%

(27.4%)

7

610,000千円

非常勤

本市以外の出資者の割合

0
27,859

0.0%

00

資本金

総数
9 2

常勤

2,229,600千円

・中小企業基盤整備機構　26.9％
・福岡県　　　　　　　　22.4％

・中小企業に対するワンス
トップサービス拠点施設の管
理運営及び賃貸事業

・地域中小企業の支援拠点として技術の高度化や研究開発支援による地域産業の振興

0

1 0

0
2

0

0
1

5

3

3

2
2

2

0 0
0 2

設立年月日株式会社北九州テクノセンター

0

本市の出資金と割合
平成2年4月20日

0

主な役割・業務

・頭脳立地法に基づき設置された産業高度化施設（ﾃｸﾉｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ）の管理運営
・（公財）北九州産業学術推進機構が行う公益的事業の支援

団体名

1

0

2

2
0

1

1

0

0 1
1

0

0



（
株
）
北
九
州
テ
ク
ノ
セ
ン
タ
ー
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
内
容
（
廃
止
理
由
等
）】
 

○
実

質
的

に
自

社
ビ

ル
の

管
理

に
特

化
し

た
団

体
と

な
り

、
将

来
的

な
施

設
の

老
朽

化
や

新

た
な

事
業

展
開

も
見

込
め

な

い
た

め
、

存
在

意
義

が
希

薄

化
。

他
の

出
資

者
と

調
整

の
う

え
廃

止
す

べ
き

。
 

【
団
体
の
あ
り
方
】
 

 
存

続
 

 
（

存
続

と
な

っ
た

理
由

）
 

 
 

他
の

株
主

か
ら

中
小

企
業

支
援

の
ワ

ン
ス

ト

ッ
プ

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

の
拠

点
施

設
を

管
理

す
る

会
社

と
し

て
、

存
続

す
る

こ
と

を
求

め
ら

れ

て
い

る
。

 

 
 

ま
た

、
平

成
1

4
年

度
以

降
単

年
度

黒
字

を

継
続

し
て

お
り

、
取

締
役

会
等

で
廃

止
を

議
論

す
る

環
境

で
は

な
い

。
 

【
取
組
内
容
等
】
 

①
現

状
の

黒
字

経
営

を
維

持
、

累
積

損
失

の
解

消
 

②
テ

ナ
ン

ト
入

居
率

の
維

持
 

③
経

営
の

長
期

安
定

化
や

自
立

し
た

経
営

体
制

の
確

立
（

営
業

強
化

や
維

持
管

理
費

の
節

減
）

 

         

①
平

成
1

4
年

度
以

降
単

年
度

黒
字

を
達

成
し

、
累

積
損

失
解

消
に

向
け

て
着

実
な

経
営

に
取

り
組

ん
で

い
る

。
 

 
H

2
1

 
H

2
2

 
H

2
3

 

経
常

利
益

 
5

4
,8

5
3

 
4

7
,6

6
0

 
4

6
,5

2
1

 

当
期

純
利

益
 

6
9

,5
6

2
 

2
6

,9
6

9
 

2
7

,8
5

9
 

累
積

損
益

 
▲

3
6

4
,9

0
8

 
▲

3
3

7
,9

0
8

 
▲

3
1

0
,3

2
5

 

 ②
テ

ナ
ン

ト
入

居
率

の
推

移
（

各
年

度
年

間
平

均
）

 

 
H

2
1

 
H

2
2

 
H

2
3

 

入
居

率
 

9
6

.8
％

 
9

8
.7

％
 

9
7

.6
％

 

【
入

居
率

（
中

小
企

業
拠

点
機

能
を

果
た

す
機

関
）
】

 

 
 

 
・

市
中

小
企

業
振

興
課

 
 

 
 

 
６

．
７

％
 

 
 

 
・

北
九

州
産

業
学

術
推

進
機

構
 

 
７

．
６

％
 

 
 

 
・

北
九

州
知

的
所

有
権

セ
ン

タ
ー

 
１

．
１

％
 

 ③
税

引
後

利
益

及
び

減
価

償
却

に
よ

る
資

金
増

加
と

積
立

（
現

金
及

び
預

金
と

投
資

有
価

証
券

）
の

残
高

推
移

利
益

と
償

却
が

ほ
ぼ

積
立

に

変
わ

っ
て

い
る

。
 

 
 

単
位

：
千

円

Ｈ
２
１

Ｈ
２
２

Ｈ
２
３

税
引

後
当

期
利

益
6
9
,5
6
2

2
6
,9
6
9

2
7
,8
5
9

減
価

償
却

5
6
,4
5
8

6
5
,8
5
2

6
2
,5
9
4

計
1
2
6
,0
2
0

9
2
,8
2
1

9
0
,4
5
3

単
位

：
千

円

現
金

及
び
預

金
1
9
0
,7
5
8

2
8
9
,5
6
8

3
1
5
,4
0
4

投
資

有
価

証
券

2
1
2
,8
0
0

2
1
2
,8
5
1

2
6
2
,5
3
1

計
4
0
3
,5
5
8

5
0
2
,4
1
9

5
7
7
,9
3
5

 
入

居
率

が
9

0
％

以
上

を
確

保
で

き
れ

ば
安

定
的

に
利

益
経

常
で

き
る

収
益

構
造

と
な

っ
て

い
る

が
、

過
去

３
年

を
み

て
も

9
0

％
以

上

を
確

保
出

来
て

お
り

、
今

後
も

安
定

的
に

推
移

す
る

も
の

と
見

込
ん

で
い

る
。

 

    

 

成
果
指
標
 

○
テ
ナ
ン
ト
入
居
率
90
％
の
確
保
 

（
損
益
分
岐
点
85
％
）
 

○
維
持
管
理
費
、
光
熱
水
費
の
更
な
る
削
減
 

達
成
状
況
 

○
入
居
勧
誘
、
募
集
Ｐ
Ｒ
等
に
努
め
た
結
果
、
平
成
19
年
度
か
ら
年
平
均
が
引
き
続
き
高
水
準
を
維
持
。
 

 
【
H2
1】
96
.8
％
 
 
【
H2
2】
98
.7
％
 
 
【
H2
3】
97
.6
％
 

○
運
営
コ
ス
ト
の
削
減
 

 
【
目
標
】
50
0
千
円
／
年
 
 
【
H2
3】
69
2
千
円
／
年
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●取締役 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監査役 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●損益計算書
資産 営業収益（売上高）
負債 営業費用
純資産 経常利益
うち利益剰余金 税引後当期利益

市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち営業収益に占める割合 うち営業収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

・鋼索鉄道（ケーブルカー）事業
・皿倉山スロープカー運営事業
・皿倉山頂展望台施設管理運営事業

0

0

0

0

0 0
3 1

0

2

74,199
Ｈ23年度決算

1

団体名

1 8

設立年月日帆柱ケーブル株式会社

0

本市の出資金と割合
昭和32年3月1日

0

主な役割・業務

10,000千円

無

2

0

1 1

0
6

帆柱ケーブル・皿倉山スロー
プカーの運行

88 0 8

資本金

5
2 0

0
0

総数

0
00

0.0%

(100.0%)

12 2 10

10,000千円

常勤 非常勤

本市以外の出資者の割合

無

無

　当社の収支構造は、収入が天候に影響を受けやすいケーブルカーの乗客数になるため不安定なもの
である。今後も、累積欠損金の解消に向けて、安定した収益確保が必要である。
（※平成23年度は減資によるコスト縮減や営業努力により経常利益を黒字に計上している。）

・皿倉山頂展望台管理運営業務　　　13,819
・帆柱自然公園維持管理業務　　　   2,205
・皿倉地区観光振興事業　　　　　　13,271

無

29,295

119,394
▲ 45,195 13,701

104,759

0 0 0

▲ 63,074

Ｈ23年度決算
116,992

・市の観光資源である自然と夜景が楽しめる皿倉山頂エリアへの交通手段の提供

25.0%

9
0

0

2

▲ 63,074

1 1

0



帆
柱
ケ
ー
ブ
ル
（
株
）
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
内
容
（
廃
止
理
由
等
）】
 

○
将

来
的

な
施

設
・

設
備

の
更

新

等
を

考
慮

す
る

と
、

存
続

は
極

め
て

困
難

な
た

め
、

廃
止

す
べ

き
。

 

○
ケ

ー
ブ

ル
カ

ー
運

行
の

必
要

性
は

高
い

た
め

、
代

替
の

運
営

手
法

の
検

討
な

ど
、

そ
の

運
営

方
法

に
つ

い
て

総
合

的
な

判

断
が

必
要

。
 

【
団
体
の
あ
り
方
】
 

 
当

面
の

存
続

 

 
（

存
続

と
な

っ
た

理
由

）
 

 
 

ケ
ー

ブ
ル

カ
ー

は
、

皿
倉

山
頂

へ
の

唯
一

の
ア

ク

セ
ス

で
あ

り
、

そ
の

重
要

性
は

高
く

、
今

後
も

来
訪

者
の

利
便

性
を

維
持

す
る

た
め

、
運

営
手

法
の

方
向

性
が

検
討

さ
れ

る
ま

で
の

間
、

当
面

帆
柱

ケ
ー

ブ
ル

（
株

）
に

よ
る

運
行

を
継

続
さ

せ
る

一
方

で
、

鉄
道

事
業

者
を

中
心

と
し

た
民

間
企

業
（

７
社

）
に

対
し

、

参
入

意
向

調
査

を
実

施
し

た
。

そ
の

後
、

経
営

改
善

計
画

を
策

定
し

、
同

計
画

に
基

づ
き

、
引

き
続

き
経

営
改

善
を

図
っ

て
い

る
。

 

【
取
組
内
容
等
】
 

①
早

急
な

再
建

計
画

の
策

定
、

経
営

改
善

の
実

施
 

②
経

営
の

ノ
ウ

ハ
ウ

を
有

す
る

人
材

の
登

用
な

ど
、

収

益
改

善
に

向
け

た
営

業
体

制
の

強
化

 

③
ケ

ー
ブ

ル
カ

ー
の

利
用

拡
大

に
よ

る
収

益
向

上
 

    

○
経

営
改

善
計

画
の

策
定

（
平

成
2

3
年

3
月

）
 

＜
経

営
改

善
策

＞
 

・
上

下
分

離
方

式
に

よ
る

資
産

保
有

経
費

の
削

減
 

（
同

社
資

産
の

市
へ

の
無

償
譲

渡
）

 

・
減

資
に

よ
る

事
務

経
費

の
削

減
 

（
資

本
金

1
,6

8
3

百
万

円
⇒

1
0

百
万

円
）

 

・
人

員
配

置
や

組
織

体
制

の
見

直
し

 
（

4
7

人
⇒

3
6

人
体

制
）

 

・
新

た
な

団
体

客
誘

致
等

に
よ

る
増

収
・

Ｐ
Ｒ

対
策

 

＜
経

営
改

善
の

取
り

組
み

の
成

果
＞

 

・
H

2
4

.1
0

.1
～

上
下

分
離

方
式

に
よ

る
運

行
開

始
 

※
固

定
資

産
税

、
減

価
償

却
費

、
大

規
模

改
修

費
の

削
減

（
削

減
効

果
発

生
は

H
2

4
～

）
 

・
H

2
3

.1
2

.8
 

減
資

 
手

続
完

了
 

【
削

減
効

果
：

▲
3

,3
6

6
千

円
】
（

H
2

1
-
H

2
3

比
較

）
 

※
法

人
事

業
税

（
H

2
3

：
3

,3
6

6
千

円
）
、

法
定

監
査

費
用

（
H

2
4

：
1

,7
0

0
千

円
）

の
削

減
 

・
人

員
配

置
等

の
見

直
し

に
よ

る
人

件
費

の
削

減
 

【
削

減
効

果
：

▲
2

1
,3

0
2

千
円

】
（

H
2

1
-H

2
3

比
較

）
 

※
4

7
人

体
制

（
H

2
2

.4
）

⇒
2

9
人

体
制

（
H

2
4

.4
）

 

・
H

2
3

は
上

下
分

離
方

式
導

入
に

伴
う

市
へ

の
資

産
の

無
償

譲
渡

に
よ

る
減

損
損

失
で

単
年

度
収

支
は

赤
字

（
経

常
損

益
は

1
3

,7
0

1

千
円

の
黒

字
）

と
な

っ
た

が
、

経
営

改
善

の
実

施
に

よ
り

、
H

2
4

以
降

は
黒

字
基

調
と

な
る

見
通

し
。

 

・
返

済
を

猶
予

さ
れ

て
い

た
市

借
入

金
に

つ
い

て
も

、
H

2
4

よ
り

返
済

を
再

開
。

 

（
H

2
4

返
済

済
み

額
：

6
,3

2
4

千
円

、
H

2
4

末
残

高
：

8
8

,1
2

5
千

円
）

 

   

 

成
果
指
標
 

○
ケ
ー
ブ
ル
カ
ー
利
用
客
数
増
 

 
（
H2
0
目
標
利
用
客
数
23
万
人
）
 

○
収
支
状
況
の
改
善
 

○
利
用
客
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
評
価
 

達
成
状
況
 

○
ケ
ー
ブ
ル
カ
ー
の
利
用
客
数
 

 
【
H2
0】
24
4,
27
1
人
 
 
【
H2
1】
18
5,
61
4
人
 
 
【
H2
2】
18
2,
60
6
人
 
 
【
H2
3】
17
7,
62
7
人
 

○
収
支
状
況
（
単
年
度
損
益
）
 

 
【
H2
0】
16
,4
81
千
円
 
 
【
H2
1】
 ▲
8,
69
2
千
円
 
 
【
H2
2】
 
 8
72
千
円
 
 
【
H2
3】
▲
63
,0
74
千
円
 

 
※
H2
0～
H2
2：
運
行
補
助
金
（
11
,0
00
千
円
/年
）
あ
り
 

 
※
H2
3：
減
損
損
失
等
（
▲
76
,9
26
千
円
）
あ
り
 

○
利
用
者
ア
ン
ケ
ー
ト
の
実
施
（
H2
0.
7～
H2
0.
9）
 

 
・
接
客
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
、「
乗
車
券
販
売
」、
「
出
札
案
内
」、
「
運
転
手
・
車
掌
の
対
応
」
が
高
評
価
。
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●取締役 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監査役 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●損益計算書
資産 営業収益（売上高）
負債 営業費用
純資産 経常利益
うち利益剰余金 税引後当期利益

市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち営業収益等に占める割合 うち営業収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

16.9%

3
0

1

2

1 1

425,853

3,718,184
13,110,208

2,151,787

1 1 0

Ｈ23年度決算
2,100,25116,828,392

Ｈ23年度決算

22

無

無

　当社は、収入がほぼ一定の乗客数のもと、今後本格的に発生する車両等の大規模設備の修繕・更新
費用を賄わなければならない状況である。そのため、将来の投資に向けた更なる増収対策や固定費の
経費削減などが必要となる。

・北九州都市ﾓﾉﾚｰﾙ小倉線軌道敷調査等業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14,847
・北九州都市ﾓﾉﾚｰﾙ小倉線軌道敷等維持修繕業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　   381,800
・ﾓﾉﾚｰﾙ駅舎公共連絡通路等維持管理業務 27,958
・集客対策事業（ﾓﾉﾚｰﾙまつり）          1,199
・ﾓﾉﾚｰﾙ広告掲出業務　　　　　　　　　 　　49

無

0.0%

(100.0%)

4

3,000,000千円

非常勤

本市以外の出資者の割合

0
▲ 27,682
33,628

00

133
0

資本金

総数

0

6 2
常勤

3,000,000千円

無

0

1 0

0
51
0

1

団体名

1 2

設立年月日北九州高速鉄道株式会社

0

本市の出資金と割合
昭和51年7月31日

0

主な役割・業務

690,631

1

1

0
0 1

3
1 0

1

・モノレールの運行（公共交
通機関）

・軌道法による一般運輸業

・市街地の拡大及びモータリゼーションの激化による都市交通問題に対応し、健全な市街地整備を促進するた
め

51

0

0 0 0
60

1



北
九
州
高
速
鉄
道
（
株
）
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
公

共
交

通
機

関
と

し
て

重
要

な
北

九
州

モ
ノ

レ
ー

ル
の

運
営

団
体

と

し
て

の
存

在
意

義
は

認
め

ら
れ

る
。

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
車

両
の

大
規

模
更

新
な

ど
に

備
え

た
更

な
る

コ
ス

ト
削

減
な

ど
、

経
営

改
善

計
画

の
着

実
な

実
施

及
び

そ

の
妥

当
性

を
常

に
検

証
し

、
独

立
採

算
を

基
本

と
し

た
運

営
体

制
の

強

化
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
財

務
・

経
営

の
市

依
存

体
質

か
ら

の
脱

却
に

向

け
た

取
り

組
み

の
実

施
（

平
成

2
1

年
度

ま
で

）
 

●
人

員
削

減
・

組
織

の
見

直
し

、
職

員
の

嘱
託

化
 

 《
そ

の
他

》
 

●
顧

客
サ

ー
ビ

ス
の

向
上

、
増

収
・

利
用

促
進

の

取
り

組
み

を
実

施
（

他
交

通
と

の
乗

り
継

ぎ
、

運
賃

体
系

見
直

し
、

広
告

収
入

等
）

 

●
安

全
・

正
確

・
快

適
な

運
営

 

         

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
設

備
更

新
に

つ
い

て
、

設
計

の
更

な
る

精
査

、
実

行
段

階
で

の
技

術
的

な
見

直
し

等
を

徹
底

し
た

結
果

、
コ

ス
ト

削
減

に
成

功
し

た
。

 

●
プ

ロ
パ

ー
職

員
の

退
職

不
補

充
等

に
よ

り
人

員
の

削
減

と
嘱

託
職

員
化

を
実

施
し

た
。

 

 《
そ

の
他

》
 

●
割

引
企

画
き

っ
ぷ

の
拡

充
（

土
日

祝
限

定
フ

ァ
ミ

リ
ー

き
っ

ぷ
等

）
や

自
社

設
備

の
有

効
利

用
等

、
顧

客
サ

ー
ビ

ス
向

上
、

増
収

・
利

用
促

進
施

策
を

展
開

。
ま

た
、

広
告

販
売

の
直

営
化

を
実

施
。

 

●
現

在
、

新
た

な
経

営
改

善
の

取
り

組
み

に
つ

い
て

、
検

討
し

て
い

る
。

 

●
安

全
確

保
の

た
め

の
車

両
等

の
大

規
模

設
備

更
新

事
業

の
実

施
。

 

       

 

成
果
指
標
 

○
利
用
者
数
の
確
保
 

○
顧
客
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
 

○
増
収
・
利
用
促
進
の
状
況
 

○
コ
ス
ト
削
減
 

（
売
上
高
管
理
費
比
率
8.
1％
以
下
）
 

○
車
両
改
造
方
式
に
よ
る
設
備
更
新
へ
の
投
資

縮
減
（
H3
3
ま
で
）
 

○
市
貸
付
金
の
全
額
償
還
（
H4
6
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
利
用
者
数
の
確
保
 

 
【
H1
7～
H2
1】
平
均
輸
送
人
員
 
 
・
30
,4
04
人
（
対
計
画
比
 
▲
2.
7％
）
 

 
【
H2
2】
30
,2
60
人
（
対
計
画
比
 
▲
3.
1％
）
 

 
【
H2
3】
30
,5
91
人
（
対
計
画
比
 
▲
2.
1％
）
 

○
顧
客
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
 

顧
客
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
の
た
め
、
10
0
円
モ
ノ
レ
ー
ル
、
シ
ル
バ
ー
パ
ス
な
ど
、
新
た
な
料
金
制
度
を
導
入
。
 

○
増
収
・
利
用
促
進
の
状
況
 

 
新
た
な
料
金
制
度
の
導
入
や
企
画
乗
車
券
や
広
告
の
販
売
な
ど
、
増
収
・
利
用
促
進
に
取
り
組
ん
だ
。
 

○
コ
ス
ト
削
減
（
売
上
高
管
理
費
比
率
）
 

【
H1
5】
 1
0.
3%
 
 
【
H2
2】
9.
7％
 
 
【
H2
3】
12
.8
％
（
特
殊
要
因
（
経
営
改
善
に
係
る
委
託
料
）
を
含
む
）
 

○
車
両
改
造
方
式
に
よ
る
設
備
更
新
へ
の
投
資
縮
減
 

設
備
更
新
費
用
当
初
計
画
98
億
円
の
範
囲
内
で
予
定
ど
お
り
進
捗
し
て
い
る
。
 

○
市
貸
付
金
の
全
額
償
還
 

 
 
計
画
ど
お
り
H4
6
ま
で
に
全
額
償
還
予
定
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●取締役 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監査役 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●損益計算書
資産 営業収益（売上高）
負債 営業費用
純資産 経常利益
うち利益剰余金 税引後当期利益

市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち営業収益に占める割合 うち営業収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

・廃棄物等の海面埋立により土地を造成し、計画的分譲と管理・運営により臨海地域の各種の基盤整備を行
い、開発を促進すること

3.2%

11
0

5

2

2 2

6,288,358
0

2 1 1

927,946

Ｈ23年度決算
4,009,585

129,147

2,158,170
7,653,858 1,222,449

2,777,537

無

無

特になし

･ｴｺﾀｳﾝｾﾝﾀｰ指定管理運営業務委託　49,215

・一般廃棄物の埋立処分等業務　      65,415
・次世代ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾟｰｸ見学者等対応補助業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　   3,918
・響灘ﾋﾞｵﾄｰﾌﾟ・ｴｺﾂｱｰ等運営業務　 　  5,949
・その他　　　　　　　　　　　 　　  1,379
　　　　　　　　　　　　　     （計 79,932）

0.0%

(49.1%)

14 4 10

670,000千円

常勤 非常勤

本市以外の出資者の割合
資本金

4
0 0

26
0

総数

0
00

543 0 3

1,365,500千円

新日本製鐵㈱・旭硝子㈱・三菱化学㈱・電源開発㈱・㈱住友金属工業・日本コークス工業株・出光興産㈱・日
産自動車㈱ 各社5.9％、福岡県 2.01％、黒崎播磨㈱ 0.86％、㈱みずほ銀行・㈱福岡銀行 各社0.43％

23

0

1 0

0
5

・廃棄物等の海面埋立・分譲

団体名

3 8

設立年月日ひびき灘開発株式会社

0

本市の出資金と割合
昭和48年2月21日

0

主な役割・業務

0

9,812,028
Ｈ23年度決算

1

・響灘地区における廃棄物処理事業
・響灘地区における土地の造成分譲事業

6

1

1

0

0 0
3 1

0



ひ
び
き
灘
開
発
（
株
）
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
産

業
廃

棄
物

の
長

期
安

定
的

な
処

分
場

の
確

保
等

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
造

成
地

の
分

譲
促

進
及

び
そ

の
他

の
活

用
方

法
の

検
討

 

（
中

・
長

期
的

な
経

営
の

安
定

化
）

 

②
地

域
経

済
の

動
向

や
環

境
産

業
の

進
展

等
も

踏
ま

え
た

新
た

な
処

分

場
の

確
保

な
ど

の
検

討
 

③
更

な
る

経
営

安
定

化
の

た
め

の
廃

棄
物

処
分

料
の

見
直

し
の

検
討

 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
売

却
用

地
処

分
の

促
進

 

●
造

成
地

の
リ

ー
ス

事
業

、
倉

庫
等

賃
貸

事
業

に
よ

る
収

入
確

保
 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
廃

棄
物

処
分

場
の

嵩
上

げ
事

業
の

実
施

に
よ

る
新

た

な
処

分
場

の
確

保
 

 《
③

に
つ

い
て

》
 

●
廃

棄
物

処
分

料
金

の
見

直
し

や
経

費
の

節
減

に
よ

る

更
な

る
経

営
安

定
化

 

      

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
分

譲
地

の
売

却
は

順
調

に
推

移
 

 
 

1
9

年
度

 
4

.6
h

a
（

7
1

3
百

万
円

）
 

 
2

0
年

度
 

0
.4

h
a
（

8
2

百
万

円
）

 
 

2
3

年
度

 
1

.5
h

a
（

2
9

9
百

万
円

）
 

●
倉

庫
等

の
賃

貸
収

入
や

メ
ガ

ソ
ー

ラ
ー

の
土

地
賃

貸
収

入
に

よ
る

収
入

確
保

。
 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
廃

棄
物

処
分

場
の

嵩
上

げ
事

業
の

実
施

に
よ

り
、

今
後

約
2

5
年

程
度

は
安

定
し

た
事

業
収

支
が

見
込

ま
れ

る
。

 

 《
③

に
つ

い
て

》
 

●
1

9
、

2
0

年
度

に
処

分
料

金
の

値
上

げ
実

施
 

 
毎

年
度

委
託

業
務

費
の

単
価

の
見

直
し

を
実

施
 

  

 

成
果
指
標
 

○
安
定
的
な
処
分
場
の
確
保
 

○
土
地
売
却
売
上
高
、
債
務
残
高
の
縮
減
 

○
廃
棄
物
処
理
収
入
の
確
保
、
経
常
経
費
の
削
減
 

達
成
状
況
 

○
安
定
的
な
処
分
場
の
確
保
 

取
締
役
会
に
お
い
て
3
号
地
嵩
上
げ
事
業
を
前
提
と
し
た
中
期
事
業
計
画
が
承
認
さ
れ
、
廃
棄
物
処
分
場
変
更
計
画
に
伴

う
生
活
環
境
影
響
調
査
事
業
を
実
施
。
 

○
土
地
売
却
売
上
高
、
債
務
残
高
の
縮
減
 

・
土
地
売
却
売
上
高
 
 
 
【
H2
3】
1.
5h
a（
29
9
百
万
円
）
 

・
債
務
残
高
 
 
 
 
 
 
【
H1
8
末
】
87
億
円
 
 
 
【
H2
3
末
】
15
億
円
 

○
廃
棄
物
処
理
収
入
の
確
保
、
経
常
経
費
の
削
減
 

・
廃
棄
物
処
理
収
入
 
 
 
【
H2
2】
4,
36
0
百
万
円
 
 
【
H2
3】
4,
00
9
百
万
円
 

・
経
常
経
費
の
削
減
 
 
 
【
H2
2】
3,
32
9
百
万
円
 
 
【
H2
3】
2,
80
4
百
万
円
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●取締役 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監査役 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●損益計算書
資産 営業収益（売上高）
負債 営業費用
純資産 経常利益
うち利益剰余金 税引後当期利益

市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち営業収益に占める割合 うち営業収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

333,926

131,064
265,617
256,017

17,318
389,426

2 0 2 1

Ｈ23年度決算
406,856396,681

Ｈ23年度決算

無

無

特になし

無

・港湾施設管理運営業務   　　　　 83,895
・港湾施設性能維持外業務 　　　　244,624
・保安対策用電気設備保守点検業務   1,313
・西海岸可動橋開閉外業務           4,095

0.0%

(51.2%)

5

5,120千円

非常勤

本市以外の出資者の割合

0
15,646

82.1%

資本金

総数

0

6 1
常勤

10,000千円

4
0
1

0
23

0 0

0
2
0

0 0

団体名

1 3

設立年月日北九州埠頭株式会社

0

本市の出資金と割合
昭和32年10月30日

0

12
11

2 0

00 0

0

1 0 1

0
1

・北九州港の港湾機能の公共性を保持するとともに、利用者の利便を増進し、効率的な運営を図り、もってそ
の機能を最高に発揮させること

・埠頭施設の運営・維持管
理、新門司マリーナの運営、
船舶用水の販売

太平洋セメント㈱ 26.0％、三菱マテリアル㈱ 10.8％、小野田化学工業㈱ 8.0％
※残りの4％については、三井鉱山㈱所有株を平成17年2月に北九州埠頭㈱が買い取り、自社株として保有
している（いわゆる「金庫株」）。

・港湾施設性能維持外業務、・港湾施設管理運営業務、
・港湾保安対策用電気設備保守点検業務、新門司マリーナ施設運営業務、
・田野浦特定埠頭運営業務、・リサイクルポート施設運営業務

主な役割・業務

2 8

0

0

0
0

2
32



北
九
州
埠
頭
（
株
）
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
リ

サ
イ

ク
ル

ポ
ー

ト
事

業
等

第
三

セ

ク
タ

ー
限

定
の

補
助

事
業

（
国

）
を

継

続
す

る
役

割
 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
市

受
託

事
業

（
市

港
湾

施
設

の
管

理
運

営
）

を
自

主
的

に
継

続
す

る
場

合
の

市

の
関

与
の

廃
止

 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
委

託
業

務
の

競
争

入
札

移
行

な
ど

、
原

則
市

の

関
与

を
廃

止
 

 《
そ

の
他

》
 

●
組

織
の

見
直

し
及

び
営

業
経

験
者

の
登

用
に

よ
る

営
業

力
の

強
化

 

●
港

湾
施

設
の

管
理

運
営

業
務

に
つ

い
て

仕
様

を
見

直
し

、
委

託
料

を
削

減
 

●
新

門
司

マ
リ

ー
ナ

事
業

の
経

営
改

善
 

●
リ

サ
イ

ク
ル

ポ
ー

ト
事

業
の

集
荷

セ
ー

ル
ス

推
進

 

●
大

型
荷

役
機

械
の

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

技
術

を
活

か
し

た
新

た
な

自
主

事
業

の
展

開
 

    

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
「

西
海

岸
可

動
橋

開
閉

業
務

」
な

ど
一

部
の

業
務

に
つ

い
て

は
、

競
争

入
札

に
移

行
。

 

「
港

湾
施

設
管

理
運

営
補

助
業

務
」

…
「

業
務

委
託

参
加

者
の

有
無

を
確

認
す

る
公

募
」

を
行

っ
た

が
、

応
募

者
な

し
 

「
港

湾
施

設
維

持
補

修
業

務
」

…
2

3
年

度
か

ら
委

託
形

式
を

取
り

や
め

市
の

直
営

業
務

へ
 

 《
そ

の
他

》
 

●
市

派
遣

職
員

（
1

名
）

の
廃

止
や

現
場

職
員

の
本

社
配

置
（

1
名

）
に

よ
る

本
社

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

機
能

の
強

化
を

実
施

。
ま

た
、

常
勤

役
員

１
名

を
廃

止
。

 

●
新

門
司

マ
リ

ー
ナ

…
利

用
料

金
等

運
営

の
あ

り
方

の
見

直
し

に
よ

っ
て

、
保

管
艇

数
の

減
少

傾
向

に
歯

止
め

。
 

●
リ

サ
イ

ク
ル

ポ
ー

ト
…

独
自

の
ポ

ー
ト

セ
ー

ル
ス

を
行

い
、

利
用

者
開

拓
に

努
め

て
い

る
が

、
利

用
が

低
迷

。
 

●
定

款
を

変
更

し
、

電
気

、
機

械
設

備
の

保
守

点
検

に
係

る
自

主
事

業
を

拡
大

 

             

 

成
果
指
標
 

○
業
務
効
率
化
に
よ
る
営
業
費
用
に
占
め
る

人
件
費
割
合
の
削
減
 

 
18
年
度
：
33
% 
⇒
 
22
年
度
：
30
% 

○
競
争
性
を
導
入
し
た
中
で
の
市
受
託
事
業

の
受
注
率
 

○
リ
サ
イ
ク
ル
ポ
ー
ト
事
業
の
収
入
増
 

○
新
規
自
主
事
業
の
取
組
み
に
よ
る
収
入
増
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 

 
▲
1
人
（
22
年
度
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
人
件
費
割
合
 
22
年
度
：
27
%（
達
成
）
 

○
採
算
の
と
れ
な
い
部
門
か
ら
撤
退
し
、
自
主
事
業
の
経
営
を
強
化
 
 

23
年
度
受
託
事
業
受
注
率
 7
8.
4%
（
H1
8
比
▲
10
.9
%）
 

○
リ
サ
イ
ク
ル
ポ
ー
ト
事
業
の
収
入
増
 

 
景
気
の
低
迷
等
に
よ
り
減
収
 

 
 
H1
9：
2,
73
3
千
円
 
 
H2
0：
95
8
千
円
 
 
H2
1：
95
千
円
 
 
H2
2：
19
8
千
円
 
 
H2
3：
96
8
千
円
 

○
自
主
事
業
収
入
額
 

 
 
H1
8：
67
,0
06
千
円
 
 
H1
9：
70
,8
15
千
円
 
 
H2
0：
72
,9
25
千
円
 

 
H2
1：
83
,3
59
千
円
 
 
H2
2：
95
,6
19
千
円
 
 
H2
3：
88
,8
31
千
円
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
 
H2
0：
市
派
遣
職
員
 ▲
1
人
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●取締役 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監査役 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●損益計算書
資産 営業収益（売上高）
負債 営業費用
純資産 経常利益
うち利益剰余金 税引後当期利益

市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち営業収益に占める割合 うち営業収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

1

2

0

0 0
0

0

0

0

2

1
0

設立年月日北九州貨物鉄道施設保有株式会社

0

本市の出資金と割合
平成11年4月26日

0

主な役割・業務

・鉄道施設（国並びに北九州市の補助金を受けて構築）を日本貨物鉄道㈱に賃貸
・鉄道施設の維持管理

団体名

2 3

3

2

2
1

2

0 0
0 2

・門司貨物駅をコンテナ輸送対応に改良し、福岡貨物ターミナル駅で行っている中継機能及び北九州地区発着
貨物の取扱いを北九州貨物ターミナル駅に担わせることによって、貨物輸送の効率化を図るとともに、海上コ
ンテナ用ホームの活用等により貨物取扱量の増加を図る。
・また、省力・低公害型の大量輸送である鉄道を利用することによりモーダルシフトの推進を図り、環境にや
さしい輸送体系の確立に貢献する。

0

1 0

0
1

0

1
0

00

資本金

総数
7 2

常勤

400,000千円

・日本貨物鉄道㈱　49.0%
・㈱みずほコーポレート銀行　2.0%

・北九州貨物ターミナル駅の
改良工事・貸付

0.0%

(49.0%)

5

196,000千円

非常勤

本市以外の出資者の割合

0
2,876

0.0%

無

無

特になし

無

無

▲ 13,477
0

383,074 6,419
263,333

1 0 1

Ｈ23年度決算
354,7374,297,397

Ｈ23年度決算

3,914,322

0 0

5
0



 北
九
州
貨
物
鉄
道
施
設
保
有
（
株
）
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
国

庫
補

助
事

業
に

よ
り

整
備

さ
れ

た

「
北

九
州

貨
物

タ
ー

ミ
ナ

ル
駅

」
施

設

の
管

理
会

社
と

し
て

の
役

割
 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
施

設
は

Ｊ
Ｒ

貨
物

へ
の

長
期

貸
付

と

し
、

経
営

面
で

の
安

定
性

は
確

保
さ

れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

市
は

今
後

も
経

営

状
況

を
見

守
り

つ
つ

、
適

切
な

指
導

助

言
を

行
う

べ
き

 

 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
健

全
な

運
営

の
維

持
 

           

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
平

成
５

２
年

度
ま

で
の

長
期

返
済

計
画

の
も

と
、

計
画

ど
お

り
返

済
を

進
め

て
い

る
（

当
該

債
務

の
保

証
は

全
額

Ｊ
Ｒ

貨
物

が
行

っ
て

い
る

）。
 

             

  

成
果
指
標
 

○
長
期
借
入
金
の
計
画
的
償
還
 

（
平
成
52
年
度
完
済
）
 

○
累
積
損
失
の
解
消
（
平
成
31
年
度
解
消
）
 

達
成
状
況
 

○
長
期
借
入
金
の
計
画
的
償
還
 

 
…
同
駅
整
備
事
業
と
鹿
児
島
線
（
北
九
州
～
福
岡
間
）
鉄
道
貨
物
輸
送
力
増
強
事
業
に
係
る
借
入
金
の
返
済
を
計
画
ど
お
り
進

め
て
い
る
。
 

【
H2
1
末
】
2,
22
6,
40
0
千
円
 
 
【
H2
2
末
】
2,
08
0,
00
0
千
円
 
 
【
H2
3
末
】
3,
87
1,
60
0
千
円
 

※
平
成
23
年
度
末
に
つ
い
て
は
、
鹿
児
島
線
鉄
道
貨
物
輸
送
力
増
強
事
業
の
設
備
が
平
成
22
年
度
末
に
完
成
し
た
こ
と
か
ら
、

工
事
期
間
中
の
短
期
借
入
金
を
長
期
借
入
金
に
借
換
え
た
た
め
増
加
し
た
も
の
。
 

 ○
累
積
損
失
の
解
消
 

【
H2
1
末
】
▲
34
,5
13
千
円
 
 
【
H2
2
末
】
▲
26
,1
74
千
円
 
 
【
H2
3
末
】
▲
16
,9
26
千
円
 

※
（
純
資
産
）
－
（
資
本
金
及
び
資
本
準
備
金
）

 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●取締役 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監査役 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●損益計算書
資産 営業収益（売上高）
負債 営業費用
純資産 経常利益
うち利益剰余金 税引後当期利益

市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち営業収益に占める割合 うち営業収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

・賃室業及び空港利用施設の賃貸業
・広告・宣伝並びに広告代理業

7

1

0

0

1 1
3 1

0

0

5,067,402
Ｈ23年度決算

2

団体名

2 8

設立年月日北九州エアターミナル株式会社

0

本市の出資金と割合
平成元年5月1日

0

主な役割・業務

3,524,000千円

・福岡県 28.4％ 苅田町 3.1％ その他行政 2.3％
・日本航空㈱ 3.0％、その他航空会社及び空港内事業者 4.5％ ・九州電力 2.9％ その他民間企業 25.8％
・福岡県ﾄﾗｯｸ事業協同組合連合会 0.6％ その他団体等 1.0％

1

0

1 0

0
9

・北九州空港にターミナルビ
ルにおける管理運営

140 0 0

資本金

7
0 0

4
2

総数

0
00

0.0%

(28.4%)

13 3 10

1,000,000千円

常勤 非常勤

本市以外の出資者の割合

【ターミナルビル】
■建築年月 平成18年1月 ■延床面積　15,205㎡ ■建設費　3,660百万円 ■耐用年数 38年

無

特になし

無

無

0

1,174,430
3,892,973 95,976

684,680

2 1 1

35,129

Ｈ23年度決算
748,147

・北九州空港旅客・貨物ターミナルビルの管理・運営業務を行う

0.0%

10
0

7

2

1 1

368,973
0



北
九
州
エ
ア
タ
ー
ミ
ナ
ル
（
株
）

 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
空

港
ビ

ル
の

管
理

運
営

に
つ

い
て

、

会
社

の
存

在
意

義
あ

り
 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
今

後
の

旅
客

数
の

推
移

等
に

も
留

意
し

な
が

ら
、

経
営

の
安

定
化

を
図

る
 

②
市

と
の

連
携

に
よ

る
積

極
的

な
空

港
の

利
活

用
を

推
進

し
、

観
光

ス
ポ

ッ
ト

と
し

て
の

施
設

の
活

用
を

図

る
な

ど
の

新
た

な
集

客
対

策
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
空

港
機

能
の

高
度

化
や

物
流

・
観

光
交

流
の

促

進
な

ど
戦

略
的

な
経

営
へ

の
転

換
 

●
空

港
間

競
争

を
勝

ち
残

る
た

め
の

着
実

な
基

盤

整
備

を
、

国
・

県
・

市
と

連
携

し
推

進
 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
危

機
感

を
持

っ
た

路
線

誘
致

の
取

組
み

や
空

港

の
認

知
度

向
上

に
よ

る
新

た
な

集
客

対
策

 

 《
そ

の
他

》
 

●
プ

ロ
パ

ー
職

員
の

配
置

に
よ

る
組

織
体

制
の

強

化
・

安
定

化
 

  

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
産

業
界

の
航

空
貨

物
需

要
に

応
え

る
た

め
の

国
際

航
空

貨
物

上
屋

の
建

設
や

貨
物

取
扱

機
材

の
整

備
、

航
空

旅
客

の
需

要
増

や
新

規
路

線
、

新
規

航
空

会
社

の
就

航
等

に
的

確
に

対
応

し
て

い
く

た
め

の
旅

客
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

固
定

橋
等

増
築

。
 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
国

内
・

国
際

線
と

も
、

行
政

や
関

係
団

体
等

と
緊

密
な

連
携

の
も

と
、

航
空

会
社

に
対

し
て

新
規

路
線

の
誘

致
活

動
を

実
施

。
 

 《
そ

の
他

》
 

●
事

業
の

継
続

性
確

保
の

た
め

、
嘱

託
職

員
に

頼
っ

て
い

た
組

織
を

改
善

し
、

2
0

年
度

に
プ

ロ
パ

ー
職

員
４

名
採

用
。

2
5

年
度

も
プ

ロ

パ
ー

職
員

1
名

採
用

。
 

     

 

成
果
指
標
 

○
単
年
度
黒
字
の
維
持
 

○
市
貸
付
金
（
地
域
総
合
整
備
資
金
（
ふ
る
さ

と
融
資
））
の
確
実
な
償
還
 

○
利
用
者
数
の
増
加
 

達
成
状
況
 

○
単
年
度
黒
字
の
維
持
 

 
【
H2
2】
38
,1
62
千
円
 
【
H2
3】
35
,1
29
千
円
 

○
市
貸
付
金
の
確
実
な
償
還
 

 
【
H2
3
ま
で
の
償
還
額
】
21
6,
11
0
千
円
 
 
※
未
償
還
債
券
元
金
 
17
2,
89
0
千
円
 

○
利
用
者
数
 

 
【
H2
2】
1,
18
6,
54
8
人
 
【
H2
3】
1,
17
2,
99
6
人
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●損益計算書
資産 事業収益
負債 事業費用
資本 経常利益
うち準備金 当期純利益

市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち事業収益に占める割合 うち事業収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

・市、国等の依頼に基づいて公有用地の先行取得、造成、管理及び処分
・国、北九州市その他地方公共団体の委託を受けて用地取得のあっせん及び
　付随する調査測量　・土地造成事業

0

1

0

0

0 0
2 0

0

1

16,598,251
Ｈ23年度決算

5

団体名

1 5

設立年月日北九州市土地開発公社

0

本市の出捐金と割合
昭和48年4月2日

0

主な役割・業務

30,000千円

無

0

0

1 0

3
7

・公有用地等の先行取得
・用地あっせん
・土地分譲・賃貸

115 0 5

基本財産

2
1 0

1
0

総数

0
00

0.0%

(100.0%)

8 1 7

30,000千円

常勤 非常勤

本市以外の出捐者の割合

無

無

　当社の借入状況は市の買い取りが確約されている公有地によるものがあるだけで、自主事業（分
譲・賃貸事業）は無借金経営をしている状況であり、健全な財務状況を示している。
　そういう中で、現預金（未収金を含む約35億円）が潤沢であるため、この借入金（約109億円）の
繰上償還に充当することにより、支払利息の削減に努めるべきである。

無

・用地買収あっせん業務　　 8,035

8,035

11,113,087
5,485,164 ▲ 16,053

2,576,029

0 0 0

▲ 460,925

Ｈ23年度決算
2,527,969

・公共用地、公有用地等の取得、管理、処分等を行うことにより、地域の秩序ある整備と市民福祉の増進に寄
与すること

0.3%

6
0

0

2

1 1

5,455,164
0



 北
九
州
市
土
地
開
発
公
社
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
公

共
用

地
の

先
行

取
得

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
事

業
用

地
の

取
得

に
つ

い
て

、
市

と

し
て

よ
り

効
率

的
・

効
果

的
な

手
法

を
検

討
し

て
い

く
中

で
の

公
社

の

あ
り

方
の

検
討

 

②
長

期
保

有
の

先
行

取
得

用
地

の
早

期
処

分
 

   

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
「

健
全

性
確

保
計

画
」

で
掲

げ
た

目
標

の
達

成

や
公

社
の

あ
り

方
の

検
討

 

 
・

先
行

取
得

土
地

の
簿

価
総

額
の

縮
減

 

 
・

造
成

事
業

土
地

の
分

譲
・

貸
付

促
進

 

●
業

務
量

・
質

に
応

じ
た

組
織

の
ス

リ
ム

化
 

●
公

社
経

営
連

絡
会

議
委

員
へ

の
公

認
会

計
士

等

の
採

用
の

検
討

 

《
②

に
つ

い
て

》
 

●
長

期
保

有
先

行
取

得
土

地
の

縮
減

 

 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
「

北
九

州
市

土
地

開
発

公
社

の
経

営
の

健
全

性
の

確
保

に
関

す
る

計
画

」
（

計
画

期
間

：
H

1
8

～
H

2
2

）
を

策
定

し
、

健
全

性
の

維
持

向
上

に
取

り
組

ん
だ

。
 

●
業

務
量

・
質

に
応

じ
た

組
織

の
ス

リ
ム

化
 

 
主

に
折

尾
総

合
整

備
事

務
所

の
依

頼
に

よ
り

あ
っ

せ
ん

事
業

を
行

っ
て

い
る

公
社

用
地

課
を

折
尾

に
移

転
し

、
効

率
化

を
図

っ
た

。
 

●
上

記
計

画
の

期
間

中
は

、
公

社
専

務
理

事
と

本
市

の
関

係
局

長
で

構
成

す
る

公
社

経
営

連
絡

会
議

に
お

い
て

、
同

計
画

の
進

行
管

理
を

行
っ

た
。

 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
長

期
保

有
先

行
取

得
土

地
の

縮
減

を
図

っ
た

。
 

     

 

成
果
指
標
 

○
先
行
取
得
土
地
の
簿
価
総
額
の
縮
減
 

 
（
H2
2
ま
で
に
86
億
円
削
減
）
 

○
長
期
保
有
土
地
と
な
っ
て
い
る
先
行
取
得

土
地
の
縮
減
 

○
造
成
地
の
分
譲
及
び
貸
付
の
促
進
 

 
（
H2
2
ま
で
に
３
ｈ
ａ
分
譲
）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
▲
4
人
（
H2
5
ま
で
） 

 
・
市
貸
付
金
の
繰
上
償
還
 

 
 
（
H1
9：
11
億
円
、
H2
2
ま
で
に
17
億
円
）  

達
成
状
況
 

○
先
行
取
得
土
地
の
簿
価
総
額
の
縮
減
を
図
っ
た
。
 

 
【
H1
8】
 
30
3
億
円
（
削
減
の
基
準
）
 

 
【
H2
2】
 
13
2
億
円
 
▲
17
1
億
円
 

 
【
H2
3】
 
12
0
億
円
 
▲
18
3
億
円
 

○
長
期
保
有
と
な
っ
て
い
る
先
行
取
得
土
地
の
縮
減
 

 
【
H1
8】
 
16
1
億
円
 
 
 
 
【
H2
2】
 
12
0
億
円
（
▲
41
億
円
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 【
H2
3】
 
10
6
億
円
（
▲
55
億
円
）
 

○
造
成
地
の
分
譲
及
び
貸
付
の
促
進
 

 
【
H2
3】
 
2h
a
分
譲
 
 
1.
2h
a 
貸
付
中
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
▲
3
人
（
H2
5
予
定
 ▲
4
人
）
 

 
・
市
貸
付
金
の
繰
上
償
還
 
H2
3
に
償
還
完
了
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●損益計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
うち特別法上引当金 経常利益

資本 当期純利益
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

無

0

0

0

0

0 0
1 0

主な役割・業務

0

Ｈ23年度決算
1,356,550

1

13,264,220
Ｈ23年度決算

0
2

・市内基幹道路（若戸大橋、新
若戸道路（若戸トンネル））の
建設、維持修繕、管理

10

団体名

1 1

設立年月日北九州市道路公社

0

本市の出捐金と割合
平成17年11月1日

0

0 0

8
2

0

1 0 1

基本財産

総数

0

3 1
常勤

830,000千円

2
0
1

1 0

0
0

0

1

00

0.0%

(100.0%)

2

830,000千円

非常勤

本市以外の出捐者の割合

0

0 0

0

【若戸大橋】
■建築年月 昭和37年9月(※拡幅はH2年3月) ■延長 約2.1km
■建設費約225億円(当初51億 拡幅174億)　 ■(法定)耐用年数 60年（橋(鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造)）
【新若戸道路（若戸トンネル）】
■建築年月 H24年9月 ■延長 約2.3km(うち2.1㎞を管理) ■建設費 約1,000億円(うち40億円を負担)
■(法定)耐用年数 75年（トンネル(鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造)）
※若戸大橋及び新若戸道路（若戸トンネル）は減価償却資産ではないため、耐用年数はない。参考として
同様の構築物の一般的な耐用年数を示している。

無

特になし

無

無

0.0%

・北九州市の区域及びその周辺の地域の地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、もって住民
の福祉の増進と産業経済の発展に寄与すること

1

0

12,434,220
4,392,140
830,000

771,604
690,404

0 0



北
九
州
市
道
路
公
社
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
若

戸
大

橋
、

新
若

戸
道

路
（

若
戸

ト
ン

ネ
ル

）
の

管
理

団
体

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
事

業
計

画
の

妥
当

性
を

常
に

検
証

し
、

必
要

に
応

じ
た

見
直

し
を

行
い

な
が

ら
、

健
全

な
経

営
に

務
め

て
い

く
 

②
将

来
的

に
福

岡
北

九
州

高
速

道
路

公

社
（

北
九

州
高

速
道

路
部

分
）

と
の

統

合
を

検
討

 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
事

業
の

徹
底

し
た

見
直

し
、

コ
ス

ト
縮

減
と

簡

素
で

効
率

的
な

管
理

運
営

の
推

進
 

●
利

用
者

ニ
ー

ズ
の

体
現

に
よ

る
施

策
実

施
の

検
討

 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
福

岡
北

九
州

高
速

道
路

公
社

と
の

統
合

に
つ

い
て

、
長

期
的

な
視

点
で

の
検

討
 

●
当

面
の

福
岡

北
九

州
高

速
道

路
公

社
と

の
事

業
面

で
の

協
力

体
制

に
よ

る
維

持
管

理
の

効

率
化

・
経

費
の

節
減

 

   

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
公

社
事

務
及

び
若

戸
大

橋
の

保
全

管
理

を
行

う
た

め
に

必
要

小
限

の
人

員
で

運
営

を
行

っ
て

き
た

が
、

新
若

戸
道

路
（

若
戸

ト
ン

ネ

ル
）

の
整

備
・

開
通

及
び

開
通

後
に

お
い

て
も

過
大

な
事

務
負

担
を

強
い

ら
れ

て
い

る
。

 

●
若

戸
大

橋
利

用
者

モ
ニ

タ
ー

会
議

を
開

催
し

、
回

数
券

販
売

窓
口

の
増

設
、

標
識

や
案

内
標

示
板

の
改

善
な

ど
を

実
施

。
 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
福

岡
北

九
州

高
速

道
路

公
社

は
、

福
岡

県
及

び
福

岡
・

北
九

州
両

市
が

出
資

し
、

福
岡

都
市

高
速

及
び

北
九

州
都

市
高

速
を

一
体

的
に

管
理

・
運

営
を

行
っ

て
い

る
。

こ
う

し
た

現
状

を
考

え
る

と
福

岡
北

九
州

高
速

道
路

公
社

か
ら

北
九

州
市

の
出

資
及

び
北

九
州

都
市

高

速
を

切
り

離
し

、
指

定
都

市
高

速
道

路
で

あ
る

北
九

州
都

市
高

速
を

一
般

有
料

道
路

で
あ

る
若

戸
大

橋
及

び
新

若
戸

道
路

（
若

戸
ト

ン

ネ
ル

）
を

管
理

す
る

北
九

州
市

道
路

公
社

に
統

合
す

る
こ

と
は

困
難

で
あ

る
。

 

  

 

成
果
指
標

 
○
利
用
者
数
の
増
加

 
○
利
用
者
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

 
○
維
持
費
及
び
管
理
費
の
計
画
的
執
行

 

達
成
状
況

 
○
日
平
均
交
通
量

 
H2
0：
47
,5
45
台
 
 
H2
1：
45
,3
16
台
 
 
H2
2：
45
,1
95
台
 
 
H2
3：
45
,2
79
台
 

○
若
戸
大
橋
利
用
者
モ
ニ
タ
ー
会
議
開
催

 
 
 
H1
9/
10
人
 
H2
0/
15
人
 

 
（
達
成
状
況
）
 

 
 
・
回
数
券
販
売
窓
口
の
増
設
 

 
 
・
標
識
や
案
内
標
示
板
の
改
善
な
ど
実
施
 

○
長
期
保
全
計
画
を
策
定
し
、
計
画
的
か
つ
効
率
的
な
維
持
管
理
を
実
施
中

 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●損益計算書
資産 経常収益
負債 経常費用
うち特別法上引当金 経常利益

資本 当期純利益
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち経常収益に占める割合 うち経常収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

100,743

1,028,817,420
263,398,911
221,723,233

30,805,156
10,743,202

1 1 0 47

Ｈ23年度決算
51,965,9171,250,540,653

Ｈ23年度決算

【北九州高速道路】（1号線～5号線）
■工期 昭和46年～平成20年 ■延長 49.5km ■事業費 3,600億円
■(法定)耐用年数 30年(高架道路(鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造))
※都市高速道路は減価償却資産ではないため、耐用年数はない。参考として同様の構築物の一般的な
耐用年数を示している。

無

特になし

無

・市道富野台1号線(鳥越橋)橋梁補修工事 68,915
・市ヶ坂橋橋梁補修工事        　　　　21,428
・北九州高速5号線に接続する市道東田前田2号線
の管理業務委託                      　10,400

0.0%

(13.0%)

1

28,747,800千円

非常勤

本市以外の出捐者の割合

0
27,380

0.2%

基本財産

総数

0

7 6
常勤

220,931,600千円

5
0
1

5
33

0 0

4
1
0

4 0

団体名

5 0

設立年月日福岡北九州高速道路公社

0

本市の出捐金と割合
昭和46年11月1日

0

1
32

2 1

11 0

0

0 0 0

0
1

・地域の地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、住民の福祉増進と産業経済の発展に寄与す
ること

・市内基幹道路（指定都市高
速道路）の維持修繕、管理

・福岡県　50.0％  ・福岡市　37.0％

主な役割・業務

0 58

0

0

0
0

0
143



福
岡
北
九
州
高
速
道
路
公
社
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
都

市
高

速
道

路
の

管
理

団
体

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
事

業
計

画
の

妥
当

性
を

常
に

検
証

し
、

必
要

に
応

じ
て

見
直

し
を

行
い

な
が

ら
、

健
全

な
経

営
に

務
め

て
い

く
 

②
将

来
的

に
北

九
州

高
速

道
路

部
分

と

北
九

州
市

道
路

公
社

と
の

統
合

を
検

討
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
管

理
体

制
移

行
に

よ
る

役
職

員
数

の
削

減
、

組

織
体

制
の

簡
素

化
、

市
派

遣
職

員
の

削
減

 

●
多

様
な

割
引

制
度

の
実

現
に

よ
る

利
用

拡
大

 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
北

九
州

市
道

路
公

社
と

の
統

合
に

つ
い

て
、

長

期
的

な
視

点
で

の
検

討
 

●
当

面
の

北
九

州
市

道
路

公
社

と
の

事
業

面
で

の
協

力
体

制
に

よ
る

維
持

管
理

の
効

率
化

・
経

費
の

節
減

 

        

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
管

理
体

制
に

移
行

す
る

2
5

年
度

ま
で

に
見

直
し

実
施

 

 
・

建
設

事
業

の
企

画
・

実
施

部
門

の
人

員
削

減
 

 
・

職
員

数
の

減
に

伴
う

管
理

部
門

の
縮

小
 

 
・

組
織

体
制

の
簡

素
化

 

●
E

T
C

車
載

器
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
等

の
普

及
促

進
策

や
E

T
C

を
活

用
し

た
社

会
実

験
を

実
施

。
 

 《
②

に
つ

い
て

》
 

●
福

岡
北

九
州

高
速

道
路

公
社

は
、

福
岡

県
及

び
福

岡
・

北
九

州
両

市
が

出
資

し
、

福
岡

都
市

高
速

及
び

北
九

州
都

市
高

速
を

一
体

的
に

管
理

・
運

営
を

行
っ

て
い

る
。

こ
う

し
た

現
状

を
考

え
る

と
福

岡
北

九
州

高
速

道
路

公
社

か
ら

北
九

州
市

の
出

資
及

び
北

九
州

都
市

高

速
を

切
り

離
し

、
指

定
都

市
高

速
道

路
で

あ
る

北
九

州
都

市
高

速
を

一
般

有
料

道
路

で
あ

る
若

戸
大

橋
及

び
新

若
戸

道
路

（
若

戸
ト

ン

ネ
ル

）
を

管
理

す
る

北
九

州
市

道
路

公
社

に
統

合
す

る
こ

と
は

困
難

で
あ

る
。

 

       

 

成
果
指
標
 

○
利
用
者
数
の
増
加
 

○
事
故
・
渋
滞
を
平
成
25
年
度
ま
で
に
平
成

18
年
度
比
で
事
故
率
2
割
、
渋
滞
件
数
3

割
削
減
 

○
管
理
コ
ス
ト
を
平
成
25
年
度
ま
で
に
平
成

14
年
度
比
で
4
割
削
減
 

○
常
勤
役
員
を
平
成
25
年
度
ま
で
に
半
減
 

○
職
員
を
平
成
25
年
度
ま
で
に
4
割
削
減
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 

 
▲
10
人
（
25
年
度
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
【
H1
9】
日
平
均
通
行
台
数
･･
･達
成
率
92
.7
% 
 
 
(計
画
)9
9,
90
0
台
/日
 (
実
績
)9
2,
63
1
台
/日
 

【
H2
0】
日
平
均
通
行
台
数
･･
･達
成
率
95
.3
% 
 
  
(計
画
)9
2,
40
0
台
/日
 (
実
績
)8
8,
06
7
台
/日
 

【
H2
1】
日
平
均
通
行
台
数
･･
･達
成
率
90
.1
% 
 
  
(計
画
)9
3,
40
0
台
/日
 (
実
績
)8
4,
12
4
台
/日
 

【
H2
2】
日
平
均
通
行
台
数
･･
･達
成
率
88
.9
% 
 
  
(計
画
)9
6,
10
0
台
/日
 (
実
績
)8
5,
39
0
台
/日
 

【
H2
3】
日
平
均
通
行
台
数
･･
･達
成
率
87
.4
% 
 
 
(計
画
)9
7,
70
0
台
/日
 (
実
績
)8
5,
40
1
台
/日
 

【
利
用
減
少
要
因
】
 

 
  
景
気
低
迷
に
よ
る
企
業
の
乗
り
控
え
、
競
合
す
る
NE
XC
O
通
行
料
金
と
の
差
に
よ
る
利
用
低
下
 

【
今
後
の
方
策
】
 

 
  
ET
C
車
載
器
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
等
の
普
及
促
進
策
の
実
施
 

他
企
業
等
と
連
携
し
た
広
報
・
通
常
広
報
の
充
実
 
 

○
事
故
率
、
渋
滞
件
数
（
18
年
度
比
）
 

 
【
H2
3】
事
故
率
23
.9
%、
渋
滞
件
数
47
.4
% 
削
減
 

○
管
理
コ
ス
ト
 

 
【
H2
3】
（
14
年
度
比
）
 

 
・
北
九
州
高
速
  
60
%（
53
.3
億
円
）
削
減
 

○
役
員
数
半
減
に
つ
い
て
は
、
25
年
度
の
達
成
に
向
け
て
、
関
係
団
体
と
協
議
し
な
が
ら
見
直
し
を
進
め
て
い
く
 

○
職
員
数
 
 

 
 
H1
8:
20
8
人
→
H2
4：
14
1
人
 
3
割
強
の
減
（
実
施
中
）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 1
8→
24
年
度
 ▲
10
人
（
達
成
済
）
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●損益計算書
資産 事業収益
負債 事業費用
資本 経常利益
うち利益剰余金 当期純利益

市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）
うち事業収益に占める割合 うち事業収益に占める割合

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

1 0

6
0

6,132,862

0 0 0

Ｈ23年度決算
6,627,09020,492,348

Ｈ23年度決算

14,212,707

6,269,352
4,510,890

6,279,642 476,868

【賃貸住宅】 79棟(26地区)
■建築年月 昭和41年1月～平成19年6月 ■延床面積 153,010㎡ ■建設費 13,627百万円
■耐用年数 50年(78棟 ※1棟は35年)
【賃貸施設】 5棟(5地区)
■建築年月 平成4年3月～平成19年8月　■延床面積  8,543㎡ ■建設費 1,638百万円
■耐用年数 50年(1棟)、39年(3棟)、30年(1棟)

・特定優良賃貸住宅家賃低額補助金　　 11,505
・高齢者向け特優良賃貸住宅家賃低額補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  6,956
・一時入居者家賃低額補助金　　　　　     78
・公社家賃住宅耐震診断補助金          4,635

　当公社の事業は、それぞれの分野（分譲・賃貸管理・管理受託住宅管理・土地区画整理）で利益を
生んでおり、安定した財務状況になっているが、今後、主要事業である賃貸住宅の見直し、再編等に
より、中長期的に資金繰りなどに注意が必要である。

・市営住宅維持管理事業等　　　　　　695,548
（市営住宅 管理事務・浴槽設置・ふれいあい巡回等）

・市営住宅維持管理事業等　    　　3,815,342
（市営住宅 管理事務・浴槽設置・ふれいあい巡回等）

0.3%

(98.5%)

7

10,140千円

非常勤

本市以外の出捐者の割合

23,174
379,820

68.1%

00

基本財産

総数
8 1

常勤

10,290千円

・福岡県　　1.5％

・分譲、賃貸管理
・管理受託住宅管理
・区画整理

・地方住宅供給公社法に基づき住宅を必要とする勤労者に対し、居住環境の良好な住宅及びその用に供する宅
地を供給し、もって、市民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与すること

14

1 0

5
84

7

24
0

5

0

2

3
0

2

3 1
0 3

設立年月日北九州市住宅供給公社

7

本市の出捐金と割合
昭和40年12月21日

0

主な役割・業務
・公社賃貸住宅の管理、市営住宅（４１２団地）の管理代行
・市施策に合った環境への配慮等先進的技術を用いた民間事業者との共同分譲
  事業

団体名

1

8

119

76
6

1

0

0

0 0
0

1

2



北
九
州
市
住
宅
供
給
公
社
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
高

齢
者

等
向

け
賃

貸
住

宅
事

業
や

行
政

の
補

完
的

機
能

と
し

て
の

事

業
調

整
な

ど
民

間
事

業
者

が
参

画

し
に

く
い

分
野

で
の

役
割

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
公

民
の

役
割

分
担

を
明

確
化

し
た

上
で

、
今

後
の

向
か

う
べ

き
方

向
性

を
整

理
し

、
事

業
領

域
の

大
幅

な
絞

込
み

 

②
「

中
期

経
営

計
画

」
に

基
づ

き
、

有

利
子

負
債

の
早

期
解

消
な

ど
、

今
後

も
計

画
の

着
実

な
推

進
 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
公

社
賃

貸
住

宅
を

基
幹

事
業

と
し

、
住

宅
セ

ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

の
確

保
に

貢
献

 

●
事

業
採

算
性

の
重

視
、

キ
ャ

ッ
シ

ュ
フ

ロ
ー

の

適
正

化
等

に
よ

る
経

営
体

質
の

強
化

 

●
公

社
賃

貸
住

宅
の

建
替

時
期

を
約

１
０

年
後

に

迎
え

る
た

め
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
設

置
に

よ
る

検
討

 

 《
そ

の
他

》
 

●
役

員
へ

の
民

間
人

登
用

や
外

部
監

査
の

導
入

等

の
検

討
（

経
営

体
制

の
強

化
）

 

●
市

営
住

宅
の

指
定

管
理

業
務

に
つ

い
て

、
管

理

手
法

の
あ

り
方

を
含

め
、

他
都

市
の

状
況

等
を

勘
案

し
見

直
し

を
検

討
 

          

《
①

に
つ

い
て

》
 

●
入

居
者

の
高

齢
化

や
収

入
の

低
い

世
帯

が
増

加
し

て
お

り
、

フ
ァ

ミ
リ

ー
向

け
や

高
齢

者
向

け
の

優
良

な
賃

貸
住

宅
な

ど
と

と
も

に
、

世
帯

状
況

に
合

わ
せ

た
住

宅
セ

ー
フ

テ
ィ

ネ
ッ

ト
機

能
の

充
実

を
図

っ
て

い
る

。
 

●
平

成
2

3
年

5
月

に
「

ス
ト

ッ
ク

再
編

再
生

計
画

基
本

方
針

」
を

策
定

し
た

。
こ

れ
を

受
け

て
具

体
的

な
計

画
の

策
定

に
取

り
組

む
。

 

 《
そ

の
他

》
 

●
役

員
（

監
事

）
に

公
認

会
計

士
を

任
用

。
ま

た
、

包
括

外
部

監
査

の
結

果
を

踏
ま

え
た

経
営

改
善

を
実

施
。

 

●
公

営
住

宅
に

つ
い

て
は

、
平

成
2

1
年

度
よ

り
市

に
変

わ
っ

て
権

限
を

行
使

で
き

る
管

理
代

行
制

度
を

導
入

し
た

。
 

          

 

成
果
指
標
 

○
平
成
20
年
度
策
定
予
定
の
次
期
経
営
計
画

の
着
実
な
実
施
（
経
常
利
益
や
負
債
残
高
等

に
つ
い
て
目
標
を
設
定
）
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 

 
▲
1
人
（
H2
2
ま
で
）
 

達
成
状
況
 

○
H2
1
年
3
月
に
中
期
経
営
計
画
（
H2
1～
H2
5）
を
策
定
 

・
経
常
利
益
 

【
H2
2】
（
計
画
）
42
4
百
万
円
 
（
実
績
）
34
2
百
万
円
 
【
H2
3】
（
計
画
）
41
0
百
万
円
 
（
実
績
）
47
7
百
万
円
 

・
負
債
残
高
 

【
H2
2】
（
計
画
）
14
,6
68
百
万
円
（
実
績
）
14
,4
43
百
万
円
 
【
H2
3】
（
計
画
）
14
,3
26
百
万
円
（
実
績
）
14
,2
13
百
万
円
 

・
借
入
金
残
高
 

【
H2
2】
（
計
画
）
11
,2
90
百
万
円
（
実
績
）
10
,4
76
百
万
円
 
【
H2
3】
（
計
画
）
11
,0
47
百
万
円
（
実
績
）
10
,0
71
百
万
円
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
▲
2
人
（
H2
4.
5.
1）
 



◆基本情報

目的

◆役職員等の状況（平成24年5月1日現在） （単位：人）

■評議員数
■役員数 市ＯＢ
●理事 市兼務
市派遣 民間企業
市ＯＢ その他
市兼務 ■職員数
民間企業 プロパー
その他 市派遣

●監事 嘱託職員
市兼務 市ＯＢ
銀行・会計 その他
その他 その他

◆主要財務データ （単位：千円）

●貸借対照表 ●事業活動収支計算書
資産 事業活動収入
負債 事業活動支出
純資産 経常収支差額

当期活動収支差額
市委託料（Ｈ23年度決算） 市補助金（Ｈ23年度決算）

■指定管理

■指定管理以外

財務上の問題点

◆その他
自己所有の大型建築物

2,354,412

2,187,346
6,039,731
1,726,299

481,397
7,338,017

0 0 0 0

Ｈ23年度決算
7,819,4148,227,077

Ｈ23年度決算

無

・事業費補助　254,138
　・特別保育事業　　　　174,606
  ・民間保育所運営補助　 42,778
  ・その他　　　　　　　 36,754

・運営費補助　718,128
  ・小池学園成人部移転改築費補助金  688,551
　・二島保育所建替施設整備補助金     13,929
  ・その他　　　　　　　　　　　　　 15,648

・総合療育センターの管理運営　219,220
・児童館の管理運営　　　　　　551,928
・その他　　　　　　　　　　　502,895
                  　　 （計 1,274,043）

・介護認定審査会補助業務　　　　　 113,626
・更新申請に係る介護保険訪問調査事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　 291,574
・地域担当看護職員活動事業　　　　　90,722
・障害程度区分認定事務委託　　　　  82,388
・その他　　　　　　　　　　　　　 502,059
                         　 （計 1,080,369）

特になし

12.4%

(100.0%)

6

10,000千円

非常勤

本市以外の出捐者の割合

972,266
485,208

30.1%

・社会福祉施設の管理運営、
相談等福祉事業

1

411
3

0

10

3

1,073

1
661

基本財産

総数

0

8 2
常勤

10,000千円

6
1

22 0

1

1 0 1

00
1

団体名

2 4

設立年月日社会福祉法人北九州市福祉事業団

2

本市の出捐金と割合
昭和40年11月8日

13

うち次期繰越活動収支差額

うち事業活動収入に占める割合

2
6590 0

うち事業活動収入に占める割合

2 0

無

・障害児（者）のための施設運営　・高齢者のための施設運営
・児童と親子のための施設運営
・福祉に関する各種研修事業、相談事業、啓発普及事業、福祉用具の研究開発

0

0

0

1

0

・北九州市が設置した各種社会福祉施設の委託を受けて、これを管理運営するほか、市と一体となって北九州
市社会福祉事業の推進を図り、公立民営の特色と長所を生かしながら、広く市民福祉の向上と増進に寄与する
こと
主な役割・業務

2



 （
社
福
）
北
九
州
市
福
祉
事
業
団
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
 

委
員
会
報
告
書
 

北
九
州
市
外
郭
団
体
経
営
改
革
プ
ラ
ン
 

取
組
み
の
成
果
や
検
討
状
況
等
 

【
認
め
ら
れ
た
役
割
（
意
義
）】
 

○
指

定
管

理
制

度
の

導
入

等
に

よ
り

社

会
福

祉
施

設
の

管
理

と
い

う
目

的
は

希
薄

化
し

て
い

る
が

、
独

自
の

運
営

体

制
の

確
立

に
向

け
た

「
経

営
健

全
化

計

画
」
（

1
7

年
度

）
に

基
づ

き
抜

本
的

な
見

直
し

に
着

手
し

て
お

り
、

市
か

ら

独
立

し
た

経
営

を
前

提
に

存
続

 

【
取
り
組
む
べ
き
内
容
】
 

①
見

直
し

の
方

向
性

は
当

委
員

会
の

提

言
内

容
の

先
取

り
。
（

他
の

団
体

の
自

主
・

自
立

の
拡

大
に

向
け

た
取

り
組

み

の
モ

デ
ル

と
な

り
う

る
も

の
で

あ
る

た
め

）
着

実
な

推
進

を
要

望
。

 

②
指

定
管

理
業

務
の

う
ち

、
障

害
児

の
総

合
的

な
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

（
総

合
療

育

セ
ン

タ
ー

等
）

は
、

公
益

性
・

公
共

性

や
専

門
性

が
高

度
に

認
め

ら
れ

る
た

め
、

選
定

方
法

を
検

証
。

 

【
取
組
内
容
等
】
 

《
②

に
つ

い
て

》
 

●
障

害
児

の
総

合
的

な
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

（
総

合

療
育

セ
ン

タ
ー

等
）

に
つ

い
て

は
、

公
募

に
よ

る
管

理
者

選
定

の
見

直
し

（
特

命
に

よ
る

指

定
）

や
単

独
補

助
継

続
を

検
討

す
る

な
ど

、
事

業
の

重
要

性
や

専
門

性
、

継
続

的
な

実
施

の
必

要
性

に
考

慮
し

た
対

応
を

図
る

。
 

《
そ

の
他

》
 

●
市

か
ら

独
立

し
た

経
営

体
制

の
確

立
 

・
経

営
強

化
の

た
め

経
営

力
の

あ
る

人
材

の
確

 

保
 

・
給

与
体

系
の

見
直

し
、

早
期

希
望

退
職

、
業

務
の

外
部

委
託

化
等

の
経

営
改

善
 

・
諸

制
度

に
対

応
す

る
た

め
の

業
務

の
見

直

し
、

嘱
託

化
の

推
進

、
経

営
に

携
わ

る
職

員

の
育

成
 

・
専

門
知

識
を

生
か

し
た

自
主

事
業

の
拡

大
 

●
総

合
療

育
セ

ン
タ

ー
機

能
の

サ
ー

ビ
ス

向
上

 

●
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

や
軽

費
老

人
ホ

ー
ム

の
民

間
へ

の
移

行
（

経
営

状
況

を
見

な
が

ら
）

 

 

《
②

に
つ

い
て

》
 

●
知

的
障

害
児

施
設

（
小

池
学

園
）
、

知
的

障
害

児
通

園
施

設
（

ひ
ま

わ
り

学
園

：
３

箇
所

）
、

総
合

通
園

施
設

・
肢

体
不

自
由

児
施

設
・

重
症

心
身

障
害

児
施

設
（

総
合

療
育

セ
ン

タ
ー

）
等

の
管

理
者

選
定

に
つ

い
て

、
平

成
2

2
年

に
条

例
を

改
正

し
、

条
件

付
公

募
を

導

入
し

た
。

 

《
そ

の
他

》
 

●
市

か
ら

独
立

し
た

経
営

体
制

の
確

立
 

・
ト

ッ
プ

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

機
能

強
化

の
た

め
、

理
事

定
数

（
▲

9
名

）
を

削
減

し
、

意
思

決
定

の
迅

速
化

を
図

っ
た

。
 

・
新

た
な

給
料

表
の

導
入

、
各

種
手

当
の

見
直

し
等

に
よ

り
給

与
２

０
％

削
減

、
早

期
退

職
優

遇
制

度
の

導
入

等
に

よ
る

人
件

費
を

削

減
。

 

・
嘱

託
化

の
推

進
に

よ
り

、
正

規
職

員
を

約
2

0
0

人
削

減
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
６

０
０

人
→

４
０

０
人

）
 

・
保

育
所

事
業

に
お

い
て

、
延

長
保

育
や

休
日

保
育

を
導

入
し

、
市

民
の

多
様

な
ニ

ー
ズ

に
対

応
し

た
取

り
組

み
を

開
始

。
 

●
重

症
心

身
障

害
児

者
施

設
の

定
員

増
（

4
0

床
→

6
5

床
）

 

発
達

障
害

者
支

援
セ

ン
タ

ー
（

つ
ば

さ
）

の
西

部
分

所
開

設
 

●
初

心
待

機
者

の
た

め
の

「
さ

く
ら

ん
ぼ

ル
ー

ム
（

診
療

前
相

談
事

業
）」

実
施

 

●
平

成
2

3
年

度
よ

り
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

１
所

及
び

軽
費

老
人

ホ
ー

ム
2

所
を

民
間

へ
移

行
。

 

          

 

成
果
指
標
 

○
コ
ス
ト
削
減
（
対
平
成
17
年
比
で
、
22

年
度
に
14
億
6
千
万
円
削
減
）
 

○
平
成
22
年
度
に
単
年
度
黒
字
を
達
成
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
の
削
減
 

 
▲
64
6
百
万
円
（
22
年
度
ま
で
）
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 

 
▲
2
人
（
22
年
度
ま
で
）
 

 
・
市
貸
付
金
を
21
年
度
ま
で
に
全
額
償
還
 

達
成
状
況
 

○
22
年
度
末
に
お
い
て
、
対
17
年
度
比
で
14
億
3
千
万
円
（
97
.9
%）
削
減
 

○
21
年
度
に
単
年
度
黒
字
を
達
成
 

当
期
収
支
差
額
【
H2
1】
1,
04
7,
57
4
千
円
  

【
H2
2】
67
3,
43
4
千
円
 【
H2
3】
48
5,
20
8
千
円
 

○
市
の
関
与
の
見
直
し
 

 
・
市
補
助
金
 
21
年
度
ま
で
に
64
6
百
万
円
削
減
 

 
・
市
派
遣
職
員
の
削
減
 
22
年
度
ま
で
に
5
人
削
減
（
25
年
度
か
ら
は
派
遣
職
員
０
人
）
 

 
・
市
貸
付
金
 
21
年
度
で
全
額
償
還
済
 

 


